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規 則
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○栃木県事務決裁及び委任規則の一部改正

栃 木 県 規 則 第 十 二 号

栃 木 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 年 三 月 三 十 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 （ 平 成 十 二 年 栃 木 県 規 則 第 四 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 定 義 ） （ 定 義 ）

第 二 条 こ の 規 則 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 第 二 条 こ の 規 則 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語

の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と お り と す の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と お り と す

る 。 る 。

一 ～ 九 略 一 ～ 九 略

十 支 所 等 組 織 規 程 第 九 十 一 条 の 二 第 一 項 に 規 十 支 所 等 組 織 規 程 第 九 十 一 条 の 二 第 一 項 に 規

定 す る 支 所 、 分 室 、 技 術 支 援 セ ン タ ー 、 産 業 技 定 す る 支 所 、 技 術 支 援 セ ン タ ー 、 産 業 技

術 専 門 校 、 研 究 所 及 び 農 場 を い う 。 術 専 門 校 、 研 究 所 及 び 農 場 を い う 。

十 一 ～ 二 十 一 略 十 一 ～ 二 十 一 略

（ 委 任 事 務 の 決 裁 及 び 専 決 ） （ 委 任 事 務 の 決 裁 及 び 専 決 ）

第 六 条 所 長 は 、 前 条 第 一 項 又 は 条 例 の 規 定 に よ り 第 六 条 所 長 は 、 前 条 第 一 項 又 は 条 例 の 規 定 に よ り

委 任 さ れ た 事 務 （ 以 下 「 委 任 事 務 」 と い う 。 ） の 委 任 さ れ た 事 務 （ 以 下 「 委 任 事 務 」 と い う 。 ） の

う ち 、 別 表 第 三 の 決 裁 区 分 （ 委 任 事 務 ） の 欄 の 表 う ち 、 別 表 第 三 の 決 裁 区 分 （ 委 任 事 務 ） の 欄 の 表

示 に 対 応 し た 事 項 を 、 決 裁 し 、 又 は 支 所 長 、 総 括 示 に 対 応 し た 事 項 を 、 決 裁 し 、 又 は 支 所 長 、 総 括

所 長 補 佐 等 所 長 補 佐 等 （ と ち ぎ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー

に あ っ て は 副 所 長 及 び 局 長 。 次 条 に お い て 同

、 所 部 長 若 し く は 所 課 長 に 専 決 さ せ る も の じ 。 ） 、 所 部 長 若 し く は 所 課 長 に 専 決 さ せ る も の

と す る 。 と す る 。

第 十 一 条 第 一 項 の 表 中

「

総 括 所 長 補 所 長 補 佐 、 場 長 補 佐 、 園

佐 等 を 置 か 長 補 佐 又 は 院 長 補 佐 （ 以

所 長 補 佐 等

な い 出 先 機 下 「 所 長 補 佐 等 」 と い

関 （ と ち ぎ

所 長

う 。 ） を 置 く 出 先 機 関

リ ハ ビ リ

テ ー シ ョ ン

所 長 補 佐 等 を 置 か な い 出 所 長 が あ ら か じ め 指 定

セ ン タ ー を

先 機 関 す る 職 員

除 く 。 ） を

所 長 副 所 長 又 は 局 長 部 長

と ち ぎ リ ハ

ビ リ テ ー 副 所 長 又 は

部 長 副 部 長 、 課 長

シ ョ ン セ ン 局 長

タ ー

部 長 副 部 長 、 課 長
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」

「

所 長 補 佐 、 場 長 補 佐 、 園

総 括 所 長 補

長 補 佐 又 は 院 長 補 佐 （ 以

所 長 補 佐 等

佐 等 を 置 か

下 「 所 長 補 佐 等 」 と い

な い 出 先 機

所 長 う 。 ） を 置 く 出 先 機 関 に 改

関

所 長 補 佐 等 を 置 か な い 出 所 長 が あ ら か じ め 指 定

先 機 関 す る 職 員

」

め る 。
別 表 第 一 東 京 事 務 所 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

総務事務センタ 総括所長補佐ー

宇都宮県税事務所 次長 部長及び所担課長

当リダー ー

別 表 第 一 県 税 事 務 所 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

県税事務所（宇都宮県税事務所を除く） 総括所長補佐 課長及び所担。

当リダー ー

別 表 第 一 岡 本 台 病 院 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

障害者総合相談所 総括所長補佐

別 表 第 一 と ち ぎ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー の 項 、 農 業 試 験 場 の 項 、 農 業 大 学 校 の 項 、 農 業 環 境 指 導 セ ン

タ ー の 項 及 び 水 産 試 験 場 の 項 を 削 り 、 同 表 農 業 振 興 事 務 所 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

水産試験場 総括所長補佐

農業試験場 次長 部長 課長

農業大学校 副校長 部長

農業環境指導センタ 総括所長補佐 課長ー

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 十 九 の 項 第 二 号 か ら 第 四 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

２講習会講演会品評会等、 、

の開催

⑴⑵以外のもの ○

⑵軽易かつ定例的なもの ○

３国等の主催する品評会競 ○、

技会等への参加の決定

○栃木県事務決裁及び委任規則の一部改正

栃 木 県 規 則 第 十 二 号

栃 木 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 年 三 月 三 十 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 （ 平 成 十 二 年 栃 木 県 規 則 第 四 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 定 義 ） （ 定 義 ）

第 二 条 こ の 規 則 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 第 二 条 こ の 規 則 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語

の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と お り と す の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と お り と す

る 。 る 。

一 ～ 九 略 一 ～ 九 略

十 支 所 等 組 織 規 程 第 九 十 一 条 の 二 第 一 項 に 規 十 支 所 等 組 織 規 程 第 九 十 一 条 の 二 第 一 項 に 規

定 す る 支 所 、 分 室 、 技 術 支 援 セ ン タ ー 、 産 業 技 定 す る 支 所 、 技 術 支 援 セ ン タ ー 、 産 業 技

術 専 門 校 、 研 究 所 及 び 農 場 を い う 。 術 専 門 校 、 研 究 所 及 び 農 場 を い う 。

十 一 ～ 二 十 一 略 十 一 ～ 二 十 一 略

（ 委 任 事 務 の 決 裁 及 び 専 決 ） （ 委 任 事 務 の 決 裁 及 び 専 決 ）

第 六 条 所 長 は 、 前 条 第 一 項 又 は 条 例 の 規 定 に よ り 第 六 条 所 長 は 、 前 条 第 一 項 又 は 条 例 の 規 定 に よ り

委 任 さ れ た 事 務 （ 以 下 「 委 任 事 務 」 と い う 。 ） の 委 任 さ れ た 事 務 （ 以 下 「 委 任 事 務 」 と い う 。 ） の

う ち 、 別 表 第 三 の 決 裁 区 分 （ 委 任 事 務 ） の 欄 の 表 う ち 、 別 表 第 三 の 決 裁 区 分 （ 委 任 事 務 ） の 欄 の 表

示 に 対 応 し た 事 項 を 、 決 裁 し 、 又 は 支 所 長 、 総 括 示 に 対 応 し た 事 項 を 、 決 裁 し 、 又 は 支 所 長 、 総 括

所 長 補 佐 等 所 長 補 佐 等 （ と ち ぎ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー

に あ っ て は 副 所 長 及 び 局 長 。 次 条 に お い て 同

、 所 部 長 若 し く は 所 課 長 に 専 決 さ せ る も の じ 。 ） 、 所 部 長 若 し く は 所 課 長 に 専 決 さ せ る も の

と す る 。 と す る 。

第 十 一 条 第 一 項 の 表 中

「

総 括 所 長 補 所 長 補 佐 、 場 長 補 佐 、 園

佐 等 を 置 か 長 補 佐 又 は 院 長 補 佐 （ 以

所 長 補 佐 等

な い 出 先 機 下 「 所 長 補 佐 等 」 と い

関 （ と ち ぎ

所 長

う 。 ） を 置 く 出 先 機 関

リ ハ ビ リ

テ ー シ ョ ン

所 長 補 佐 等 を 置 か な い 出 所 長 が あ ら か じ め 指 定

セ ン タ ー を

先 機 関 す る 職 員

除 く 。 ） を

所 長 副 所 長 又 は 局 長 部 長

と ち ぎ リ ハ

ビ リ テ ー 副 所 長 又 は

部 長 副 部 長 、 課 長

シ ョ ン セ ン 局 長

タ ー

部 長 副 部 長 、 課 長
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４資格試験及び検定の施行 ○

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 一 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令及びその復

命の受理

⑴副知事の２日以上の旅行○

に係るもの

⑵副知事の１日の旅行に係 ○

るもの

⑶理事及び部長の２日以上 ○

の旅行に係るもの

⑷理事及び部長の１日の旅 ○

行に係るもの

⑸部長相当職にある職員 ○

（所長を兼ねる者を除

く）及び課長に係るもの。

⑹所長の県外の３日以上の ○

旅行に係るもの

⑺課長相当職にある職員及 ○

び総括課長補佐に係るもの

⑻⑴から⑺までに掲げる職 ○

員以外の職員の国外の旅行

に係るもの

⑼⑴から⑺までに掲げる職 ○

員以外の職員の国内の旅行

に係るもの

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 一 の 項 第 三 号 及 び 第 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

３職員の職務専念義務の免除

の承認

⑴理事及び部長に係るもの ○

⑵部長相当職にある職員及 ○

び課長に係るもの

⑶所長の３日以上の職務専 ○

念義務の免除に係るもの

」

「

所 長 補 佐 、 場 長 補 佐 、 園

総 括 所 長 補

長 補 佐 又 は 院 長 補 佐 （ 以

所 長 補 佐 等

佐 等 を 置 か

下 「 所 長 補 佐 等 」 と い

な い 出 先 機

所 長 う 。 ） を 置 く 出 先 機 関 に 改

関

所 長 補 佐 等 を 置 か な い 出 所 長 が あ ら か じ め 指 定

先 機 関 す る 職 員

」

め る 。
別 表 第 一 東 京 事 務 所 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

総務事務センタ 総括所長補佐ー

宇都宮県税事務所 次長 部長及び所担課長

当リダー ー

別 表 第 一 県 税 事 務 所 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

県税事務所（宇都宮県税事務所を除く） 総括所長補佐 課長及び所担。

当リダー ー

別 表 第 一 岡 本 台 病 院 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

障害者総合相談所 総括所長補佐

別 表 第 一 と ち ぎ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー の 項 、 農 業 試 験 場 の 項 、 農 業 大 学 校 の 項 、 農 業 環 境 指 導 セ ン

タ ー の 項 及 び 水 産 試 験 場 の 項 を 削 り 、 同 表 農 業 振 興 事 務 所 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

水産試験場 総括所長補佐

農業試験場 次長 部長 課長

農業大学校 副校長 部長

農業環境指導センタ 総括所長補佐 課長ー

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 十 九 の 項 第 二 号 か ら 第 四 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

２講習会講演会品評会等、 、

の開催

⑴⑵以外のもの ○

⑵軽易かつ定例的なもの ○

３国等の主催する品評会競 ○、

技会等への参加の決定
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⑷課長相当職にある職員及 ○

び総括課長補佐に係るもの

⑸⑴から⑷までに掲げる職 ○

員以外の職員に係るもの

４職員の週休日及び勤務時間

の割振り並びに週休日の振替

及び勤務時間の割振り変更

⑴理事に係るもの ○

⑵部長及び部長相当職にあ ○

る職員に係るもの

⑶課長課長相当職にある ○、

職員及び総括課長補佐に係

るもの

⑷⑴から⑶までに掲げる職 ○

員以外の職員であって本、

庁に勤務するものに係るも

の

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 二 の 項 第 三 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

３法第244条の２第11項の規 ○

定による指定の取消し及び管

理業務の全部又は一部の停止

命令

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 二 の 項 中 第 四 号 を 削 り 、 第 五 号 を 第 四 号 と し 、 第 六 号 か ら 第 八 号 ま で

を 一 号 ず つ 繰 り 上 げ 、 第 九 号 を 第 八 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

９条例第８条第１項（同条第 ○

２項において準用する場合を

含む）の規定による告示。

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 二 の 項 第 十 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

10 栃木県公の施設に係る指定 ○

管理者の指定の手続等に関す

る条例施行規則（平成17年栃

木県規則第11号）第３条の規

定による公告

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 二 の 項 第 十 一 号 を 削 り 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 イ

人 事 課 の 表 四 の 項 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

６職員の営利企業従事の許可

４資格試験及び検定の施行 ○

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 一 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令及びその復

命の受理

⑴副知事の２日以上の旅行○

に係るもの

⑵副知事の１日の旅行に係 ○

るもの

⑶理事及び部長の２日以上 ○

の旅行に係るもの

⑷理事及び部長の１日の旅 ○

行に係るもの

⑸部長相当職にある職員 ○

（所長を兼ねる者を除

く）及び課長に係るもの。

⑹所長の県外の３日以上の ○

旅行に係るもの

⑺課長相当職にある職員及 ○

び総括課長補佐に係るもの

⑻⑴から⑺までに掲げる職 ○

員以外の職員の国外の旅行

に係るもの

⑼⑴から⑺までに掲げる職 ○

員以外の職員の国内の旅行

に係るもの

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 一 の 項 第 三 号 及 び 第 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

３職員の職務専念義務の免除

の承認

⑴理事及び部長に係るもの ○

⑵部長相当職にある職員及 ○

び課長に係るもの

⑶所長の３日以上の職務専 ○

念義務の免除に係るもの
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⑷課長相当職にある職員及 ○

び総括課長補佐に係るもの

⑸⑴から⑷までに掲げる職 ○

員以外の職員に係るもの

４職員の週休日及び勤務時間

の割振り並びに週休日の振替

及び勤務時間の割振り変更

⑴理事に係るもの ○

⑵部長及び部長相当職にあ ○

る職員に係るもの

⑶課長課長相当職にある ○、

職員及び総括課長補佐に係

るもの

⑷⑴から⑶までに掲げる職 ○

員以外の職員であって本、

庁に勤務するものに係るも

の

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 二 の 項 第 三 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

３法第244条の２第11項の規 ○

定による指定の取消し及び管

理業務の全部又は一部の停止

命令

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 二 の 項 中 第 四 号 を 削 り 、 第 五 号 を 第 四 号 と し 、 第 六 号 か ら 第 八 号 ま で

を 一 号 ず つ 繰 り 上 げ 、 第 九 号 を 第 八 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

９条例第８条第１項（同条第 ○

２項において準用する場合を

含む）の規定による告示。

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 二 の 項 第 十 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

10 栃木県公の施設に係る指定 ○

管理者の指定の手続等に関す

る条例施行規則（平成17年栃

木県規則第11号）第３条の規

定による公告

別 表 第 二 １ 本 庁 関 係 共 通 事 項 の 表 二 十 二 の 項 第 十 一 号 を 削 り 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 イ

人 事 課 の 表 四 の 項 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

６職員の営利企業従事の許可

⑴理事及び部長に係るもの ○

⑵⑴に掲げる職員以外の職員に ○

係るもの

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ウ 職 員 総 務 課 の 表 中 「職員総務課」 を 「職員厚生課」 に 改 め 、 同

表 五 の 項 を 削 り 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 カ 税 務 課 の 表 一 の 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

２第22条の３第１項の規定による ○
職務の指定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 九 の 項 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で を 次 の よ う

に 改 め る 。

１第７条第１項の規定による命令 ○

（不当景品類及び不当表示防止法

施行令（平成21年政令第218号）

第23条第１項に規定する都道府県

が処理する事務に限る以下この。

項において同じ）。

２第７条第２項の規定による資料 ○

の提出の要求

３第29条第１項の規定による報告 ○

の徴収物件の提出命令立入検、 、

査等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 十 一 の 項 中 第 一 号 を 第 二 号 と し 、 同 項 に

第 一 号 と し て 次 の 一 号 を 加 え る 。

１第33条第１項及び第２項の規定 ○

による要請

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 十 二 の 項 第 二 号 か ら 第 四 号 ま で を 次 の よ

う に 改 め る 。

２第７条第１項第14条第１項及 ○、

び第２項第22条第１項第38条、 、

第１項から第４項まで第46条第、

１項第56条第１項及び第２項並、

びに第58条の12第１項の規定によ

る指示

３第７条第２項第14条第３項及 ○、

び第４項第22条第２項第38条、 、

第５項及び第６項第46条第２、

項第56条第３項及び第４項並び、

に第58条の12第２項の規定による
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公表

４第８条第１項第15条第１項及 ○、

び第２項第23条第１項第39条、 、

第１項から第４項まで第47条第、

１項第57条第１項及び第２項並、

びに第58条の13第１項の規定によ

る停止命令及び禁止命令

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 十 二 の 項 中 第 六 号 を 削 り 、 第 五 号 を 第 八

号 と し 、 第 四 号 の 次 に 次 の 三 号 を 加 え る 。

５第８条第２項第15条第３項及 ○、

び第４項第23条第２項第39条、 、

第５項及び第６項第47条第２、

項第57条第３項及び第４項並び、

に第58条の13第２項の規定による

公表

６第８条の２第１項第15条の２ ○、

第１項第23条の２第１項第39、 、

条の２第１項から第３項まで第、

47条の２第１項第57条の２第１、

項及び第58条の13の２第１項の規

定による禁止命令

７第８条の２第２項第15条の２ ○、

第２項第23条の２第２項第39、 、

条の２第４項第47条の２第２、

項第57条の２第２項及び第58条、

の13の２第２項の規定による公表

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 十 二 の 項 に 次 の 二 号 を 加 え る 。

９第66条第１項から第３項まで ○

（これらの規定を同条第５項にお

いて準用する場合を含む）の規。

定による報告の徴収等

10 第66条の２の規定による照会及 ○

び協力要請

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 政 策 課 の 表 五 の 項 を 削 り 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事

項 ⑷ 環 境 森 林 部 ウ 環 境 保 全 課 の 表 十 四 の 項 中 第 二 十 四 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 十 四 号 か ら 第 二 十 三 号 ま で を 三

号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 三 号 の 次 に 次 の 三 号 を 加 え る 。

14 第27条の２第１項の規定による ○

汚染土壌処理業の譲渡及び譲受の

承認

⑴理事及び部長に係るもの ○

⑵⑴に掲げる職員以外の職員に ○

係るもの

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ウ 職 員 総 務 課 の 表 中 「職員総務課」 を 「職員厚生課」 に 改 め 、 同

表 五 の 項 を 削 り 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 カ 税 務 課 の 表 一 の 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

２第22条の３第１項の規定による ○

職務の指定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 九 の 項 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で を 次 の よ う

に 改 め る 。

１第７条第１項の規定による命令 ○

（不当景品類及び不当表示防止法

施行令（平成21年政令第218号）

第23条第１項に規定する都道府県

が処理する事務に限る以下この。

項において同じ）。

２第７条第２項の規定による資料 ○

の提出の要求

３第29条第１項の規定による報告 ○

の徴収物件の提出命令立入検、 、

査等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 十 一 の 項 中 第 一 号 を 第 二 号 と し 、 同 項 に

第 一 号 と し て 次 の 一 号 を 加 え る 。

１第33条第１項及び第２項の規定 ○

による要請

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 十 二 の 項 第 二 号 か ら 第 四 号 ま で を 次 の よ

う に 改 め る 。

２第７条第１項第14条第１項及 ○、

び第２項第22条第１項第38条、 、

第１項から第４項まで第46条第、

１項第56条第１項及び第２項並、

びに第58条の12第１項の規定によ

る指示

３第７条第２項第14条第３項及 ○、

び第４項第22条第２項第38条、 、

第５項及び第６項第46条第２、

項第56条第３項及び第４項並び、

に第58条の12第２項の規定による
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15 第27条の３第１項の規定による ○

汚染土壌処理業者の合併又は分割

の承認

16 第27条の４第１項の規定による ○

汚染土壌処理業の相続に係る承認

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 エ 自 然 環 境 課 の 表 中 十 四 の 項 を 十 五 の 項 と し 、 二 の 項 か ら 十 三 の

項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 一 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

２鳥獣による農林１第４条第６項の規定による同意 ○

水産業等に係る被

害の防止のための

特別措置に関する

法律（平成19年法

律第134号）に基

づく事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 第 五 号 及 び 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め

る 。

５第９条の２の４第１項及び第15 ○

条の３の３第１項の規定による認

定

６第９条の２の４第５項及び第15 ○

条の３の３第５項の規定による認

定の取消し

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 第 八 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

８第12条第９項及び第12条の２第 ○

10項の規定による計画の受理（環

境森林事務所及び環境管理事務所

が所管するものを除く９11か。 、

ら18まで21から23まで25、 、 、

26 31及び35において同じ）、 。

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 中 第 三 十 二 号 を 第 三 十 五 号 と し 、 第 二

十 八 号 か ら 第 三 十 一 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 二 十 七 号 を 削 り 、 第 二 十 六 号 を 第 二 十 九 号 と し 、 同 号 の 次

に 次 の 一 号 を 加 え る 。

30 第19条の12第３項の規定による ○

閲覧

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 中 第 二 十 五 号 を 第 二 十 八 号 と し 、 第 二

十 四 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 二 十 三 号 を 削 り 、 第 二 十 二 号 を 第 二 十 五 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

26 第19条第１項（第17条の２第３ ○

項で準用する場合を含む）の規。

公表

４第８条第１項第15条第１項及 ○、

び第２項第23条第１項第39条、 、

第１項から第４項まで第47条第、

１項第57条第１項及び第２項並、

びに第58条の13第１項の規定によ

る停止命令及び禁止命令

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 十 二 の 項 中 第 六 号 を 削 り 、 第 五 号 を 第 八

号 と し 、 第 四 号 の 次 に 次 の 三 号 を 加 え る 。

５第８条第２項第15条第３項及 ○、

び第４項第23条第２項第39条、 、

第５項及び第６項第47条第２、

項第57条第３項及び第４項並び、

に第58条の13第２項の規定による

公表

６第８条の２第１項第15条の２ ○、

第１項第23条の２第１項第39、 、

条の２第１項から第３項まで第、

47条の２第１項第57条の２第１、

項及び第58条の13の２第１項の規

定による禁止命令

７第８条の２第２項第15条の２ ○、

第２項第23条の２第２項第39、 、

条の２第４項第47条の２第２、

項第57条の２第２項及び第58条、

の13の２第２項の規定による公表

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑶ 県 民 生 活 部 エ く ら し 安 全 安 心 課 の 表 十 二 の 項 に 次 の 二 号 を 加 え る 。

９第66条第１項から第３項まで ○

（これらの規定を同条第５項にお

いて準用する場合を含む）の規。

定による報告の徴収等

10 第66条の２の規定による照会及 ○

び協力要請

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 政 策 課 の 表 五 の 項 を 削 り 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事

項 ⑷ 環 境 森 林 部 ウ 環 境 保 全 課 の 表 十 四 の 項 中 第 二 十 四 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 十 四 号 か ら 第 二 十 三 号 ま で を 三

号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 三 号 の 次 に 次 の 三 号 を 加 え る 。

14 第27条の２第１項の規定による ○

汚染土壌処理業の譲渡及び譲受の

承認
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定による立入検査等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 中 第 二 十 一 号 を 第 二 十 四 号 と し 、 第 十

三 号 か ら 第 二 十 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 二 号 の 次 に 次 の 三 号 を 加 え る 。

13 第12条の７第１項及び第７項の ○

規定による認定

14 第12条の７第９項の規定による ○

届出の受理

15 第12条の７第10項の規定による ○

認定の取消し

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 キ 森 林 整 備 課 の 表 一 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

１森林法（昭和26 １第10条の２第１項の規定による ○
年法律第249号） 許可（当該申請面積10ヘクタルー

に基づく事務 以上に係るものに限る）。

２第10条の２第１項の規定による ○

許可（環境森林部長の専決事項に

係るもの及び当該申請面積５ヘク

タル未満の農用地造成に係るもー

のを除く）。

３第10条の５第９項の規定による ○

協議の同意

４第10条の11第３項の規定による ○

調停案の作成

５第25条の２第２項の規定による ○

指定

６第26条の２第１項及び第２項の

規定による指定の解除

⑴⑵以外のもの ○

⑵国又は地方公共団体の申請に ○

係るもの

７第27条第１項の規定による指定

及び指定の解除の申請

⑴当該申請面積５ヘクタル以 ○ー

上の保安林の指定（第41条第１

項の事業の実施に係るものを除

く）及び当該申請面積１ヘク。

15 第27条の３第１項の規定による ○

汚染土壌処理業者の合併又は分割

の承認

16 第27条の４第１項の規定による ○

汚染土壌処理業の相続に係る承認

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 エ 自 然 環 境 課 の 表 中 十 四 の 項 を 十 五 の 項 と し 、 二 の 項 か ら 十 三 の

項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 一 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

２鳥獣による農林１第４条第６項の規定による同意 ○

水産業等に係る被

害の防止のための

特別措置に関する

法律（平成19年法

律第134号）に基

づく事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 第 五 号 及 び 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め

る 。

５第９条の２の４第１項及び第15 ○

条の３の３第１項の規定による認

定

６第９条の２の４第５項及び第15 ○

条の３の３第５項の規定による認

定の取消し

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 第 八 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

８第12条第９項及び第12条の２第 ○

10項の規定による計画の受理（環

境森林事務所及び環境管理事務所

が所管するものを除く９11か。 、

ら18まで21から23まで25、 、 、

26 31及び35において同じ）、 。

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 中 第 三 十 二 号 を 第 三 十 五 号 と し 、 第 二

十 八 号 か ら 第 三 十 一 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 二 十 七 号 を 削 り 、 第 二 十 六 号 を 第 二 十 九 号 と し 、 同 号 の 次

に 次 の 一 号 を 加 え る 。

30 第19条の12第３項の規定による ○

閲覧
別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 中 第 二 十 五 号 を 第 二 十 八 号 と し 、 第 二

十 四 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 二 十 三 号 を 削 り 、 第 二 十 二 号 を 第 二 十 五 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

26 第19条第１項（第17条の２第３ ○

項で準用する場合を含む）の規。
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タル以上の保安林の指定の解ー

除の申請

⑵⑴以外のもの ○

８第27条第３項の規定による進達

等

⑴⑵以外のもの ○

⑵国又は地方公共団体の申請に ○

係るもの

９第31条の規定による行為制限 ○

10 第33条の２第１項の規定による ○

指定施業要件の変更（第25条第１

項第４号から第11号までの規定に

より指定したものに係るものに限

る）。

11 第33条の２第２項の規定による ○

指定施業要件の変更の申請

12 第41条第３項の規定による保安 ○

施設地区の指定に係る申請

13 第50条第１項の規定による認可 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 二 の 項 第 九 号 か ら 第 十 一 号 ま で を 次 の よ う に 改

め る 。

９第29条第１項から第３項までの ○

規定による届出の受理

10 第29条第９項の規定による報告 ○

の受理

11 第29条第10項の規定による公表 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 二 の 項 に 次 の 四 号 を 加 え る 。

12 第29条第11項の規定による報告 ○

の徴収及び検査

13 第29条第13項の規定による改善 ○

命令

14 第29条第14項の規定による事業 ○

の制限又は停止の命令

定による立入検査等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 オ 廃 棄 物 対 策 課 の 表 一 の 項 中 第 二 十 一 号 を 第 二 十 四 号 と し 、 第 十

三 号 か ら 第 二 十 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 二 号 の 次 に 次 の 三 号 を 加 え る 。

13 第12条の７第１項及び第７項の ○

規定による認定

14 第12条の７第９項の規定による ○

届出の受理

15 第12条の７第10項の規定による ○

認定の取消し

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 キ 森 林 整 備 課 の 表 一 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

１森林法（昭和26 １第10条の２第１項の規定による ○

年法律第249号） 許可（当該申請面積10ヘクタルー

に基づく事務 以上に係るものに限る）。

２第10条の２第１項の規定による ○

許可（環境森林部長の専決事項に

係るもの及び当該申請面積５ヘク

タル未満の農用地造成に係るもー

のを除く）。

３第10条の５第９項の規定による ○

協議の同意

４第10条の11第３項の規定による ○

調停案の作成

５第25条の２第２項の規定による ○

指定

６第26条の２第１項及び第２項の

規定による指定の解除

⑴⑵以外のもの ○

⑵国又は地方公共団体の申請に ○

係るもの

７第27条第１項の規定による指定

及び指定の解除の申請

⑴当該申請面積５ヘクタル以 ○ー

上の保安林の指定（第41条第１

項の事業の実施に係るものを除

く）及び当該申請面積１ヘク。
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15 第29条第15項の規定による公示 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 第 二 十 三 号 及 び 第 二 十 四 号 を 次 の よ う に

改 め る 。

23 第76条の２第１項から第４項ま ○

での規定による勧告公表命令、 、

及び公示

24 第77条第１項の規定による指定 ○
の取消し等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 二 十 六 号 か ら 第 二 十 九 号 ま で を 削

り 、 第 三 十 号 を 第 二 十 六 号 と し 、 第 三 十 一 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 三 十 二 号 を 第 二 十 八 号 と し 、 第 三 十 三 号 を

第 二 十 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

30 第91条の２第１項から第４項ま ○

での規定による勧告公表命令、 、

及び公示

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 三 十 四 号 を 削 り 、 第 三 十 五 号 を 第 三

十 一 号 と し 、 第 三 十 六 号 か ら 第 四 十 一 号 ま で を 四 号 ず つ 繰 り 上 げ 、 第 四 十 二 号 を 第 三 十 八 号 と し 、 同 号 の 次 に

次 の 二 号 を 加 え る 。

39 第103条第１項から第４項まで ○

の規定による勧告公表命令及、 、

び公示

40 第104条第１項の規定による許 ○

可の取消し等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 四 十 三 号 、 第 四 十 四 号 及 び 第 五 十 五

号 を 削 り 、 第 五 十 四 号 を 第 五 十 九 号 と し 、 第 五 十 三 号 を 第 五 十 八 号 と し 、 第 五 十 二 号 を 第 五 十 七 号 と し 、 第 五

十 一 号 を 削 り 、 第 五 十 号 を 第 五 十 五 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

56 第115条の35第１項から第４項 ○

までの規定による報告の受理公、

表調査及び命令、

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 四 十 九 号 を 第 五 十 四 号 と し 、 第 四 十

八 号 を 削 り 、 第 四 十 七 号 を 第 五 十 二 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

53 第115条の８第１項から第４項 ○

までの規定による勧告公表命、 、

令及び公示

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 四 十 六 号 を 第 五 十 一 号 と し 、 第 四 十

五 を 第 四 十 一 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 九 号 を 加 え る 。

タル以上の保安林の指定の解ー

除の申請

⑵⑴以外のもの ○

８第27条第３項の規定による進達

等

⑴⑵以外のもの ○

⑵国又は地方公共団体の申請に ○

係るもの

９第31条の規定による行為制限 ○

10 第33条の２第１項の規定による ○

指定施業要件の変更（第25条第１

項第４号から第11号までの規定に

より指定したものに係るものに限

る）。

11 第33条の２第２項の規定による ○

指定施業要件の変更の申請

12 第41条第３項の規定による保安 ○

施設地区の指定に係る申請

13 第50条第１項の規定による認可 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 二 の 項 第 九 号 か ら 第 十 一 号 ま で を 次 の よ う に 改

め る 。

９第29条第１項から第３項までの ○

規定による届出の受理

10 第29条第９項の規定による報告 ○

の受理

11 第29条第10項の規定による公表 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 二 の 項 に 次 の 四 号 を 加 え る 。

12 第29条第11項の規定による報告 ○

の徴収及び検査

13 第29条第13項の規定による改善 ○

命令

14 第29条第14項の規定による事業 ○

の制限又は停止の命令
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42 第107条第１項及び第２項の規 ○

定による許可

43 第108条第１項の規定による許 ○

可の更新

44 第109条の規定による承認 ○

45 第114条の２第１項の規定によ ○

る報告の徴収及び検査

46 第114条の３の規定による施設 ○

の使用制限修繕命令等、

47 第114条の４第１項の規定によ ○

る変更命令

48 第114条の５第１項から第４項 ○

までの規定による勧告公表命、 、

令及び公示

49 第114条の６第１項の規定によ ○

る許可の取消し等

50 第114条の７の規定による公示 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

60 第197条第１項第３項及び第 ○、

４項の規定による報告の徴収検、

査等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 健 康 増 進 課 の 表 七 の 項 第 三 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

３第14条の２第１項の規定による ○

指定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 健 康 増 進 課 の 表 七 の 項 中 第 十 一 号 を 第 十 三 号 と し 、 第 十 号 を 第

十 二 号 と し 、 第 九 号 を 第 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

11 第43条第１項の規定による報告 ○

の徴収及び検査

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 健 康 増 進 課 の 表 七 の 項 中 第 八 号 を 第 九 号 と し 、 第 四 号 か ら 第 七

号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 三 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

４第14条の２第７項の規定による ○

指定の取消し

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 オ 障 害 福 祉 課 の 表 三 の 項 第 三 号 か ら 第 二 十 一 号 ま で を 次 の よ う に

15 第29条第15項の規定による公示 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 第 二 十 三 号 及 び 第 二 十 四 号 を 次 の よ う に

改 め る 。

23 第76条の２第１項から第４項ま ○

での規定による勧告公表命令、 、

及び公示

24 第77条第１項の規定による指定 ○

の取消し等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 二 十 六 号 か ら 第 二 十 九 号 ま で を 削

り 、 第 三 十 号 を 第 二 十 六 号 と し 、 第 三 十 一 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 三 十 二 号 を 第 二 十 八 号 と し 、 第 三 十 三 号 を

第 二 十 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

30 第91条の２第１項から第４項ま ○

での規定による勧告公表命令、 、

及び公示

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 三 十 四 号 を 削 り 、 第 三 十 五 号 を 第 三

十 一 号 と し 、 第 三 十 六 号 か ら 第 四 十 一 号 ま で を 四 号 ず つ 繰 り 上 げ 、 第 四 十 二 号 を 第 三 十 八 号 と し 、 同 号 の 次 に

次 の 二 号 を 加 え る 。

39 第103条第１項から第４項まで ○

の規定による勧告公表命令及、 、

び公示

40 第104条第１項の規定による許 ○

可の取消し等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 四 十 三 号 、 第 四 十 四 号 及 び 第 五 十 五

号 を 削 り 、 第 五 十 四 号 を 第 五 十 九 号 と し 、 第 五 十 三 号 を 第 五 十 八 号 と し 、 第 五 十 二 号 を 第 五 十 七 号 と し 、 第 五

十 一 号 を 削 り 、 第 五 十 号 を 第 五 十 五 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

56 第115条の35第１項から第４項 ○

までの規定による報告の受理公、

表調査及び命令、

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 四 十 九 号 を 第 五 十 四 号 と し 、 第 四 十

八 号 を 削 り 、 第 四 十 七 号 を 第 五 十 二 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

53 第115条の８第１項から第４項 ○

までの規定による勧告公表命、 、

令及び公示

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 中 第 四 十 六 号 を 第 五 十 一 号 と し 、 第 四 十

五 を 第 四 十 一 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 九 号 を 加 え る 。
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改 め る 。

３第21条の５の20第３項及び第４ ○

項の規定による届出の受理

４第21条の５の22第１項の規定に ○

よる報告の徴収立入検査等、

５第21条の５の23第１項の規定に ○

よる勧告

６第21条の５の23第２項の規定に ○

よる公表

７第21条の５の23第３項の規定に ○

よる命令

８第21条の５の23第４項の規定に ○

よる公示

９第21条の５の23第５項の規定に ○

よる通知の受理

10 第21条の５の24第１項の規定に ○

よる指定の取消し等

11 第21条の５の24第２項の規定に ○

よる通知の受理

12 第21条の５の25の規定による公 ○

示

13 第21条の５の26第２項から第４ ○

項まで（これらの規定を第24条の

19の２において準用する場合を含

む）の規定による届出の受理。

14 第21条の５の27第１項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による報告の徴。

収立入検査等、

15 第21条の５の27第４項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による通知の受理。

16 第21条の５の28第１項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による勧告。

42 第107条第１項及び第２項の規 ○

定による許可

43 第108条第１項の規定による許 ○

可の更新

44 第109条の規定による承認 ○

45 第114条の２第１項の規定によ ○

る報告の徴収及び検査

46 第114条の３の規定による施設 ○

の使用制限修繕命令等、

47 第114条の４第１項の規定によ ○

る変更命令

48 第114条の５第１項から第４項 ○

までの規定による勧告公表命、 、

令及び公示

49 第114条の６第１項の規定によ ○

る許可の取消し等

50 第114条の７の規定による公示 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ウ 高 齢 対 策 課 の 表 三 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

60 第197条第１項第３項及び第 ○、

４項の規定による報告の徴収検、

査等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 健 康 増 進 課 の 表 七 の 項 第 三 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

３第14条の２第１項の規定による ○

指定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 健 康 増 進 課 の 表 七 の 項 中 第 十 一 号 を 第 十 三 号 と し 、 第 十 号 を 第

十 二 号 と し 、 第 九 号 を 第 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

11 第43条第１項の規定による報告 ○

の徴収及び検査

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 健 康 増 進 課 の 表 七 の 項 中 第 八 号 を 第 九 号 と し 、 第 四 号 か ら 第 七

号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 三 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

４第14条の２第７項の規定による ○

指定の取消し

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 オ 障 害 福 祉 課 の 表 三 の 項 第 三 号 か ら 第 二 十 一 号 ま で を 次 の よ う に
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17 第21条の５の28第２項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による公表。

18 第21条の５の28第３項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による命令。

19 第21条の５の28第４項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による公示。

20 第21条の５の28第５項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による通知の受理。

21 第21条の５の30において準用す ○

る第19条の20第１項の規定による

審査及び額の決定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 オ 障 害 福 祉 課 の 表 三 の 項 第 二 十 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

24 第24条の13第３項の規定による ○

届出の受理

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 カ こ ど も 政 策 課 の 表 一 の 項 第 三 十 七 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

37 第69条第１項の規定による届出 ○

の受理（地域子育て支援拠点事

業乳児家庭全戸訪問事業及び養、

育支援訪問事業に係るものを除

く38において同じ）。 。

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 カ こ ど も 政 策 課 の 表 十 七 の 項 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

６第13条の５の規定による報告 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 カ こ ど も 政 策 課 の 表 中 二 十 の 項 を 二 十 一 の 項 と し 、 十 九 の 項 を 二

十 の 項 と し 、 十 八 の 項 を 十 九 の 項 と し 、 十 七 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

18 民間あっせん機１第６条第１項の規定による許可 〇

関による養子縁組

のあっせんに係る２第７条第２項（第12条第５項に 〇

児童の保護等に関おいて準用する場合を含む）の。

する法律（平成28 規定による調査等

年法律第110号）

に基づく事務３第10条第１項の規定による許可 〇

証の交付

４第10条第３項の規定による届出 ○

改 め る 。

３第21条の５の20第３項及び第４ ○

項の規定による届出の受理

４第21条の５の22第１項の規定に ○

よる報告の徴収立入検査等、

５第21条の５の23第１項の規定に ○

よる勧告

６第21条の５の23第２項の規定に ○

よる公表

７第21条の５の23第３項の規定に ○

よる命令

８第21条の５の23第４項の規定に ○

よる公示

９第21条の５の23第５項の規定に ○

よる通知の受理

10 第21条の５の24第１項の規定に ○

よる指定の取消し等

11 第21条の５の24第２項の規定に ○

よる通知の受理

12 第21条の５の25の規定による公 ○

示

13 第21条の５の26第２項から第４ ○

項まで（これらの規定を第24条の

19の２において準用する場合を含

む）の規定による届出の受理。

14 第21条の５の27第１項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による報告の徴。

収立入検査等、

15 第21条の５の27第４項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による通知の受理。

16 第21条の５の28第１項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による勧告。
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の受理及び許可証の再交付

５第12条第２項の規定による有効 〇

期間の更新

６第13条第１項の規定による変更 〇

の届出の受理

７第13条第２項の規定による許可 ○

証の交付

８第14条第１項の規定による届出 〇

の受理

９第15条の規定による命令 〇

10 第16条第１項の規定による許可 〇

の取消し

11 第16条第２項の規定による命令 ○

12 第19条第１項の規定による帳簿 〇

の引継ぎ

13 第20条の規定による事業報告書 〇

の受理

14 第32条第１項及び第２項の規定 〇

による報告の受理

15 第32条第３項の規定による届出 ○

の受理

16 第38条の規定による指導及び助 〇

言

17 第39条第１項の規定による報告 〇

の徴収

18 第39条第２項の規定による立入 ○

検査等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 キ 生 活 衛 生 課 の 表 中 三 十 一 の 項 を 三 十 三 の 項 と し 、 八 の 項 か ら 三

十 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 七 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

８住宅宿泊事業法１第３条第２項第４項及び第６ ○、

（平成29年法律第項の規定による届出の受理（宇都

65号）に基づく事宮市の区域に係るものに限る以。

務 下この項において同じ）。

17 第21条の５の28第２項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による公表。

18 第21条の５の28第３項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による命令。

19 第21条の５の28第４項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による公示。

20 第21条の５の28第５項（第24条 ○

の19の２において準用する場合を

含む）の規定による通知の受理。

21 第21条の５の30において準用す ○

る第19条の20第１項の規定による

審査及び額の決定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 オ 障 害 福 祉 課 の 表 三 の 項 第 二 十 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

24 第24条の13第３項の規定による ○

届出の受理

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 カ こ ど も 政 策 課 の 表 一 の 項 第 三 十 七 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

37 第69条第１項の規定による届出 ○

の受理（地域子育て支援拠点事

業乳児家庭全戸訪問事業及び養、

育支援訪問事業に係るものを除

く38において同じ）。 。

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 カ こ ど も 政 策 課 の 表 十 七 の 項 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

６第13条の５の規定による報告 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 カ こ ど も 政 策 課 の 表 中 二 十 の 項 を 二 十 一 の 項 と し 、 十 九 の 項 を 二

十 の 項 と し 、 十 八 の 項 を 十 九 の 項 と し 、 十 七 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

18 民間あっせん機１第６条第１項の規定による許可 〇

関による養子縁組

のあっせんに係る２第７条第２項（第12条第５項に 〇

児童の保護等に関おいて準用する場合を含む）の。

する法律（平成28 規定による調査等

年法律第110号）

に基づく事務３第10条第１項の規定による許可 〇

証の交付

４第10条第３項の規定による届出 ○
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２第３条第７項の規定による通知 ○

３第14条の規定による報告の受理 ○

４第15条の規定による改善命令 ○

５第16条第１項の規定による停止 ○

命令

６第16条第２項の規定による廃止 ○

命令

７第16条第３項の規定による通知 ○

８第17条第１項の規定による報告 ○

の徴収及び立入検査

９第41条第２項の規定による改善 ○

命令及び通知

10 第42条第２項の規定による要請 ○

11 第45条第２項の規定による報告 ○

の徴収及び立入検査

12 附則第２条第１項の規定による ○

届出の受理

９住宅宿泊事業法１第４条第５項の規定による住民 ○

施行規則（平成29 票の抄本等の提出の要求（宇都宮

年厚生労働省令市の区域に係るものに限る以下、 。

国土交通省令第２この項において同じ）。

号）に基づく事務

２第４条第６項の規定による添付 ○

書類の省略

３第４条第７項の規定による通知 ○

４第14条第１項の規定による条例 ○

の案の送付

５第16条の規定による事務の引継 ○

ぎ帳簿及び書類の引渡し等、

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ケ 国 保 医 療 課 の 表 一 の 項 中 第 七 号 を 第 十 一 号 と し 、 第 六 号 を 第 十

号 と し 、 第 五 号 の 次 に 次 の 四 号 を 加 え る 。

６第75条の３の規定による情報提 ○

供の要求

の受理及び許可証の再交付

５第12条第２項の規定による有効 〇

期間の更新

６第13条第１項の規定による変更 〇

の届出の受理

７第13条第２項の規定による許可 ○

証の交付

８第14条第１項の規定による届出 〇

の受理

９第15条の規定による命令 〇

10 第16条第１項の規定による許可 〇

の取消し

11 第16条第２項の規定による命令 ○

12 第19条第１項の規定による帳簿 〇

の引継ぎ

13 第20条の規定による事業報告書 〇

の受理

14 第32条第１項及び第２項の規定 〇

による報告の受理

15 第32条第３項の規定による届出 ○

の受理

16 第38条の規定による指導及び助 〇

言

17 第39条第１項の規定による報告 〇

の徴収

18 第39条第２項の規定による立入 ○

検査等

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 キ 生 活 衛 生 課 の 表 中 三 十 一 の 項 を 三 十 三 の 項 と し 、 八 の 項 か ら 三

十 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 七 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

８住宅宿泊事業法１第３条第２項第４項及び第６ ○、

（平成29年法律第項の規定による届出の受理（宇都

65号）に基づく事宮市の区域に係るものに限る以。

務 下この項において同じ）。
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７第75条の４第１項の規定による ○

再審査の要求

８第75条の５第１項の規定による ○

勧告

９第75条の６の規定による国民健 ○

康保険保険給付費等交付金の減額

の決定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ケ 国 保 医 療 課 の 表 中 二 の 項 を 三 の 項 と し 、 一 の 項 の 次 に 次 の よ う

に 加 え る 。

２国民健康保険の１第３条第２項の規定による勧告 ○

国庫負担金等の算

定に関する政令２第５条第10項の規定による勧告 ○

（昭和34年政令第

41号）に基づく事３第６条第５項の規定による普通 ○
務 交付金の減額の決定

４第７条第１項の規定による国民 ○

健康保険保険給付費等交付金の減

額の決定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑹ 産 業 労 働 観 光 部 ウ 経 営 支 援 課 の 表 七 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

７中小企業におけ１第12条第１項の規定による認定 ○

る経営の承継の円

滑化に関する法律

（平成20年法律第

33号）に基づく事

務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑹ 産 業 労 働 観 光 部 ウ 経 営 支 援 課 の 表 中 十 三 の 項 を 十 六 の 項 と し 、 八 の 項 か ら 十

二 の 項 ま で を 三 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 七 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

８中小企業におけ１第９条第１項から第３項までの ○

る経営の承継の円規定による認定の取消し

滑化に関する法律

施行規則（平成21 ２第12条第14項の規定による確認 ○

年経済産業省令第

22号）に基づく事３第13条第１項及び第４項の規定 ○

務 による確認及び確認の取消し

４第13条の２第１項及び第４項の ○

規定による確認及び確認の取消し

５第17条第１項の規定による確認 ○

６第18条第１項及び第２項の規定 ○

２第３条第７項の規定による通知 ○

３第14条の規定による報告の受理 ○

４第15条の規定による改善命令 ○

５第16条第１項の規定による停止 ○

命令

６第16条第２項の規定による廃止 ○

命令

７第16条第３項の規定による通知 ○

８第17条第１項の規定による報告 ○

の徴収及び立入検査

９第41条第２項の規定による改善 ○

命令及び通知

10 第42条第２項の規定による要請 ○

11 第45条第２項の規定による報告 ○

の徴収及び立入検査

12 附則第２条第１項の規定による ○

届出の受理

９住宅宿泊事業法１第４条第５項の規定による住民 ○

施行規則（平成29 票の抄本等の提出の要求（宇都宮

年厚生労働省令市の区域に係るものに限る以下、 。

国土交通省令第２この項において同じ）。

号）に基づく事務

２第４条第６項の規定による添付 ○

書類の省略

３第４条第７項の規定による通知 ○

４第14条第１項の規定による条例 ○

の案の送付

５第16条の規定による事務の引継 ○

ぎ帳簿及び書類の引渡し等、

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ケ 国 保 医 療 課 の 表 一 の 項 中 第 七 号 を 第 十 一 号 と し 、 第 六 号 を 第 十

号 と し 、 第 五 号 の 次 に 次 の 四 号 を 加 え る 。

６第75条の３の規定による情報提 ○

供の要求
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による確認

７第19条第１項の規定による確認 ○

の取消し

９租税特別措置法１第70条の７第35項及び第70条の ○

（昭和32年法律第７の２第40項（第70条の７の４第

26号）に基づく事20項において準用する場合を含

務 む）の規定による通知。

10 流通業務の総合１第４条第４項の規定による認定 ○

化及び効率化の促

進に関する法律２第５条第１項及び第２項の規定 ○

（平成17年法律第による認定及び認定の取消し

85号）に基づく事

務 ３第７条第２項の規定による確認 ○

４第26条の規定による報告の徴収 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 政 課 の 表 三 の 項 第 九 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

９第51条第１項の規定による許可 ○

の取消し等（農業振興事務所長の

委任事務に係るものを除く）。

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 政 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。

８農業委員会等に１第42条第１項の規定による指定○

関する法律（昭和

44年法律第58号） ２第42条第２項及び第４項の規定 ○

に基づく事務 による公告

３第44条第１項の規定による認可 ○

４第44条第２項の規定による変更 ○

命令

５第45条第１項の規定による認可 ○

６第46条第１項の規定による許可 ○

７第46条第２項の規定による公告 ○

８第48条第１項の規定による報告 ○

の徴収及び立入検査

９第49条の規定による監督命令 ○

10 第50条第１項の規定による指定○

の取消し

７第75条の４第１項の規定による ○

再審査の要求

８第75条の５第１項の規定による ○

勧告

９第75条の６の規定による国民健 ○

康保険保険給付費等交付金の減額

の決定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ケ 国 保 医 療 課 の 表 中 二 の 項 を 三 の 項 と し 、 一 の 項 の 次 に 次 の よ う

に 加 え る 。

２国民健康保険の１第３条第２項の規定による勧告 ○

国庫負担金等の算

定に関する政令２第５条第10項の規定による勧告 ○

（昭和34年政令第

41号）に基づく事３第６条第５項の規定による普通 ○

務 交付金の減額の決定

４第７条第１項の規定による国民 ○

健康保険保険給付費等交付金の減

額の決定

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑹ 産 業 労 働 観 光 部 ウ 経 営 支 援 課 の 表 七 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

７中小企業におけ１第12条第１項の規定による認定 ○

る経営の承継の円

滑化に関する法律

（平成20年法律第

33号）に基づく事

務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑹ 産 業 労 働 観 光 部 ウ 経 営 支 援 課 の 表 中 十 三 の 項 を 十 六 の 項 と し 、 八 の 項 か ら 十

二 の 項 ま で を 三 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 七 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

８中小企業におけ１第９条第１項から第３項までの ○

る経営の承継の円規定による認定の取消し

滑化に関する法律

施行規則（平成21 ２第12条第14項の規定による確認 ○

年経済産業省令第

22号）に基づく事３第13条第１項及び第４項の規定 ○

務 による確認及び確認の取消し

４第13条の２第１項及び第４項の ○

規定による確認及び確認の取消し

５第17条第１項の規定による確認 ○

６第18条第１項及び第２項の規定 ○
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11 第50条第２項の規定による公告 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 イ 農 村 振 興 課 の 表 一 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

１国土調査法（昭１第６条の３第１項の規定による ○

和26年法律第180 都道府県計画の策定

号）に基づく事務

２第６条の３第２項及び第３項の ○

規定による協議

３第19条第２項の規定による認証 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 イ 農 村 振 興 課 の 表 中 六 の 項 を 十 五 の 項 と し 、 五 の 項 を 六 の 項 と し 、 同

項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

７漁業法（昭和24 １第８条第６項の規定による認可 ○

年法律第267号）

に基づく事務２第10条の規定による免許 ○

３第129条第１項及び第３項の規 ○
定による認可

４第131条第２項の規定による委○

員の選任

８栃木県内水面漁１第６条（同条第１号に係る部分 ○

業調整規則（昭和に限る）の規定による許可（２。

47年栃木県規則第以上の農業振興事務所の所管区域

50号）に基づく事にまたがる水産動植物の採捕に係

務 るものに限る２において同。

じ）。

２第６条（同条第１号に係る部分 ○

を除く）の規定による許可。

３第34条第１項の規定による許可 ○

（さけの採捕に係るもの及び２以

上の農業振興事務所の所管区域に

またがるさけ以外の水産動植物の

採捕に係るものに限る）。

９内水面漁業の振１第10条第１項及び第４項の規定 ○

興に関する法律による都道府県計画の策定及び変

（平成26年法律第更

103号）に基づく

事務 ２第10条第２項（同条第４項にお ○

いて準用する場合を含む）の規。

定による協議

による確認

７第19条第１項の規定による確認 ○

の取消し

９租税特別措置法１第70条の７第35項及び第70条の ○

（昭和32年法律第７の２第40項（第70条の７の４第

26号）に基づく事20項において準用する場合を含

務 む）の規定による通知。

10 流通業務の総合１第４条第４項の規定による認定 ○

化及び効率化の促

進に関する法律２第５条第１項及び第２項の規定 ○

（平成17年法律第による認定及び認定の取消し

85号）に基づく事

務 ３第７条第２項の規定による確認 ○

４第26条の規定による報告の徴収 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 政 課 の 表 三 の 項 第 九 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

９第51条第１項の規定による許可 ○

の取消し等（農業振興事務所長の

委任事務に係るものを除く）。

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 政 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。

８農業委員会等に１第42条第１項の規定による指定○

関する法律（昭和

44年法律第58号） ２第42条第２項及び第４項の規定 ○

に基づく事務 による公告

３第44条第１項の規定による認可 ○

４第44条第２項の規定による変更 ○

命令

５第45条第１項の規定による認可 ○

６第46条第１項の規定による許可 ○

７第46条第２項の規定による公告 ○

８第48条第１項の規定による報告 ○

の徴収及び立入検査

９第49条の規定による監督命令 ○

10 第50条第１項の規定による指定○

の取消し
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３第10条第３項（同条第４項にお ○

いて準用する場合を含む）の規。

定による公表

４第20条の規定による助言指導 ○、

等

５第32条の規定による書類の経由 ○

６第35条第２項の規定による協議 ○

会の設置

10 水産業協同組合１第48条第２項の規定による認可 ○

法（昭和23年法律（第18条第２項に規定する内水面

第242号）に基づ組合に係るものを除く２３及。 、

く事務 び７において同じ）。

２第48条第４項及び第68条第５項 ○

の規定による届出の受理

３第58条の２第１項及び第２項の ○

規定による業務報告書の受理

４第64条の規定による認可 ○

５第66条の２の規定による認可の ○

取消し

６第68条第２項及び第69条第２項 ○

の規定による認可

７第122条第１項及び第２項の規 ○

定による報告の徴収等

11 水産業協同組合１第205条第７項及び第225条第４ ○

法施行規則（平成項の規定による承認（水産業協同

20年農林水産省令組合法第18条第２項に規定する内

第10号）に基づく水面組合に係るものを除く２に。

事務 おいて同じ）。

２第225条第１項の規定による事 ○

業計画書の受理

12 輸出水産業の振１第３条第１項の規定による登録 ○

興に関する法律

（昭和29年法律第２第３条の４の規定による届出の ○

154号）に基づく受理

事務

３第４条の規定による登録の取消 ○

し等

11 第50条第２項の規定による公告 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 イ 農 村 振 興 課 の 表 一 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

１国土調査法（昭１第６条の３第１項の規定による ○

和26年法律第180 都道府県計画の策定

号）に基づく事務

２第６条の３第２項及び第３項の ○

規定による協議

３第19条第２項の規定による認証 ○

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 イ 農 村 振 興 課 の 表 中 六 の 項 を 十 五 の 項 と し 、 五 の 項 を 六 の 項 と し 、 同

項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

７漁業法（昭和24 １第８条第６項の規定による認可 ○

年法律第267号）

に基づく事務２第10条の規定による免許 ○

３第129条第１項及び第３項の規 ○

定による認可

４第131条第２項の規定による委○

員の選任

８栃木県内水面漁１第６条（同条第１号に係る部分 ○

業調整規則（昭和に限る）の規定による許可（２。

47年栃木県規則第以上の農業振興事務所の所管区域

50号）に基づく事にまたがる水産動植物の採捕に係

務 るものに限る２において同。

じ）。

２第６条（同条第１号に係る部分 ○

を除く）の規定による許可。

３第34条第１項の規定による許可 ○

（さけの採捕に係るもの及び２以

上の農業振興事務所の所管区域に

またがるさけ以外の水産動植物の

採捕に係るものに限る）。

９内水面漁業の振１第10条第１項及び第４項の規定 ○

興に関する法律による都道府県計画の策定及び変

（平成26年法律第更

103号）に基づく

事務 ２第10条第２項（同条第４項にお ○

いて準用する場合を含む）の規。

定による協議
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３第10条第３項（同条第４項にお ○

いて準用する場合を含む）の規。

定による公表

４第20条の規定による助言指導 ○、

等

５第32条の規定による書類の経由 ○

６第35条第２項の規定による協議 ○

会の設置

10 水産業協同組合１第48条第２項の規定による認可 ○

法（昭和23年法律（第18条第２項に規定する内水面

第242号）に基づ組合に係るものを除く２３及。 、

く事務 び７において同じ）。

２第48条第４項及び第68条第５項 ○

の規定による届出の受理

３第58条の２第１項及び第２項の ○

規定による業務報告書の受理

４第64条の規定による認可 ○

５第66条の２の規定による認可の ○

取消し

６第68条第２項及び第69条第２項 ○

の規定による認可

７第122条第１項及び第２項の規 ○

定による報告の徴収等

11 水産業協同組合１第205条第７項及び第225条第４ ○

法施行規則（平成項の規定による承認（水産業協同

20年農林水産省令組合法第18条第２項に規定する内

第10号）に基づく水面組合に係るものを除く２に。

事務 おいて同じ）。

２第225条第１項の規定による事 ○

業計画書の受理

12 輸出水産業の振１第３条第１項の規定による登録 ○

興に関する法律

（昭和29年法律第２第３条の４の規定による届出の ○

154号）に基づく受理

事務

３第４条の規定による登録の取消 ○

し等

４第６条の規定による勧告 ○

５第21条第１項の規定による報告 ○

の徴収及び立入検査

13 栃木県なかがわ１第５条の規定による許可 ○

水遊園設置及び管

理条例（平成13年２第８条の２第２項の規定による ○

栃木県条例第６承認

号）に基づく事務

３第８条の３の規定による承認 ○

14 栃木県なかがわ１第３条ただし書の規定による休 ○

水遊園設置及び管園日の変更に係る認定及び承認

理条例施行規則

（平成13年栃木県２第４条ただし書の規定による利 ○

規則第25号）に基用時間の変更に係る認定及び承認

づく事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 イ 農 村 振 興 課 の 表 中 四 の 項 を 五 の 項 と し 、 三 の 項 を 削 り 、 二 の 項 を 三

の 項 と し 、 同 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

４特定農山村地域１第４条第８項の規定による同意 ○

における農林業等

の活性化のための２第８条第６項の規定による承認 ○

基盤整備の促進に

関する法律（平成

５年法律第72号）

に基づく事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 イ 農 村 振 興 課 の 表 一 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

２農村地域への産１第５条第６項の規定による同意 ○

業の導入の促進等

に関する法律（昭

和46年法律第112

号）に基づく事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ウ 経 済 流 通 課 の 表 五 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１第14条第４項の規定による嘱託 〇

登記（農業共済組合農業協同組、

合農業協同組合連合会及び農事、

組合法人に係るものに限る）。

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ウ 経 済 流 通 課 の 表 七 の 項 か ら 九 の 項 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

７租税特別措置法１宅地等供給事業の指定 ○

に基づく事務
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８農業保険法（昭１第31条の規定による認可 〇

和22年法律第185

号）に基づく事務２第35条第４項の規定による模範 〇

定款例の策定

３第36条第４項の規定による模範 〇

事業規程例の策定

４第45条の規定による仮理事の選 〇

任

５第58条第２項の規定による認可 〇

６第65条第２項及び第67条第２項 〇

の規定による認可

７第84条第４項の規定による意見 〇

の提出

８第208条の規定による報告の徴 〇
収

９第209条第１項から第３項まで 〇

の規定による検査

10 第210条の規定による措置命令 〇

等

11 第212条の規定による改選命令 〇

等

12 第213条の規定による議決等の 〇

取消し

13 附則第２条第１項ただし書の規 〇

定による指定

９農業災害補償法１附則第７条の規定によりなお従 〇

の一部を改正する前の例によることとされる農業災

法律（平成29年法害補償法の一部を改正する法律に

律第74号）に基づよる改正前の農業災害補償法（以

く事務 下この項において「旧法」とい

う）第16条第１項ただし書の規。

定による基準の決定

２附則第７条の規定によりなお従 〇

前の例によることとされる旧法第

87条の２第４項の規定による認可

４第６条の規定による勧告 ○

５第21条第１項の規定による報告 ○

の徴収及び立入検査

13 栃木県なかがわ１第５条の規定による許可 ○

水遊園設置及び管

理条例（平成13年２第８条の２第２項の規定による ○

栃木県条例第６承認

号）に基づく事務

３第８条の３の規定による承認 ○

14 栃木県なかがわ１第３条ただし書の規定による休 ○

水遊園設置及び管園日の変更に係る認定及び承認

理条例施行規則

（平成13年栃木県２第４条ただし書の規定による利 ○

規則第25号）に基用時間の変更に係る認定及び承認

づく事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 イ 農 村 振 興 課 の 表 中 四 の 項 を 五 の 項 と し 、 三 の 項 を 削 り 、 二 の 項 を 三

の 項 と し 、 同 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

４特定農山村地域１第４条第８項の規定による同意 ○

における農林業等

の活性化のための２第８条第６項の規定による承認 ○

基盤整備の促進に

関する法律（平成

５年法律第72号）

に基づく事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 イ 農 村 振 興 課 の 表 一 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

２農村地域への産１第５条第６項の規定による同意 ○

業の導入の促進等

に関する法律（昭

和46年法律第112

号）に基づく事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ウ 経 済 流 通 課 の 表 五 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１第14条第４項の規定による嘱託 〇

登記（農業共済組合農業協同組、

合農業協同組合連合会及び農事、

組合法人に係るものに限る）。

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ウ 経 済 流 通 課 の 表 七 の 項 か ら 九 の 項 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

７租税特別措置法１宅地等供給事業の指定 ○

に基づく事務
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３附則第７条の規定によりなお従 〇

前の例によることとされる旧法第

104条の３第２項の規定による認

定

４附則第７条の規定によりなお従 〇

前の例によることとされる旧法第

107条第４項の規定による認可

５附則第８条の規定によりなお従 〇

前の例によることとされる旧法第

115条第４項の規定による認可

６附則第９条の規定によりなお従 〇

前の例によることとされる旧法第

120条の７第５項の規定による認

可

７附則第９条の規定によりなお従 〇

前の例によることとされる旧法第

120条の15第３項の規定による区

域等の設定

８附則第９条の規定によりなお従 〇

前の例によることとされる旧法第

120条の15第６項及び第120条の23

第３項の規定による認可

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ウ 経 済 流 通 課 の 表 中 二 十 の 項 を 二 十 一 の 項 と し 、 十 九 の 項 を 二 十 の 項

と し 、 十 八 の 項 を 十 九 の 項 と し 、 十 七 の 項 を 削 り 、 十 六 の 項 を 十 七 の 項 と し 、 同 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

18 栃木県農漁業災１第３条第６号及び第４条第６号 ○

害対策特別措置条の規定による資金の貸付期間の決

例施行規則に基づ定

く事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ウ 経 済 流 通 課 の 表 中 十 五 の 項 を 十 六 の 項 と し 、 十 の 項 か ら 十 四 の 項 ま

で を 一 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 九 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

10 農業保険法施行１第18条第１項の規定による承認 〇

令（平成29年政令

第263号）に基づ２第18条第３項の規定による報告 〇

く事務 の受理

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 エ 経 営 技 術 課 の 表 一 の 項 第 一 号 及 び 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１第５条第１項及び第５項の規定 ○

による基本方針の策定及び変更

８農業保険法（昭１第31条の規定による認可 〇

和22年法律第185

号）に基づく事務２第35条第４項の規定による模範 〇

定款例の策定

３第36条第４項の規定による模範 〇

事業規程例の策定

４第45条の規定による仮理事の選 〇

任

５第58条第２項の規定による認可 〇

６第65条第２項及び第67条第２項 〇

の規定による認可

７第84条第４項の規定による意見 〇

の提出

８第208条の規定による報告の徴 〇

収

９第209条第１項から第３項まで 〇

の規定による検査

10 第210条の規定による措置命令 〇

等

11 第212条の規定による改選命令 〇

等

12 第213条の規定による議決等の 〇

取消し

13 附則第２条第１項ただし書の規 〇

定による指定

９農業災害補償法１附則第７条の規定によりなお従 〇

の一部を改正する前の例によることとされる農業災

法律（平成29年法害補償法の一部を改正する法律に

律第74号）に基づよる改正前の農業災害補償法（以

く事務 下この項において「旧法」とい

う）第16条第１項ただし書の規。

定による基準の決定

２附則第７条の規定によりなお従 〇

前の例によることとされる旧法第

87条の２第４項の規定による認可
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７第20条の規定による工事等の承

認

⑴⑵以外のもの ○

⑵河川の流下能力を確保するた ○

めの異常な堆積物の除去に係る

もの

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑻ 県 土 整 備 部 ケ 都 市 整 備 課 の 表 四 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４第25条の11第３項の規定による ○

意見の聴取

５第25条の11第５項の規定による ○

届出

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑻ 県 土 整 備 部 サ 住 宅 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。

16 住宅確保要配慮１第10条第１項の規定による登録 ○

者に対する賃貸住

宅の供給の促進に２第11条第１項の規定による登録 ○

関する法律（平成の拒否

1 9年法律第1 1 2

号）に基づく事務３第12条第１項の規定による届出 ○

の受理

４第12条第３項の規定による変更 ○

の登録

５第14条第１項の規定による届出 ○

の受理

６第15条第１項の規定による登録 ○

の抹消

７第22条の規定による報告の徴収 ○

８第23条の規定による指示 ○

９第24条第１項及び第２項の規定 ○

による登録の取消し

10 第25条第１項の規定による指定 ○

11 第30条第１項の規定による認可 ○

12 第30条第３項の規定による変更 ○

命令

２第６条第５項の規定による協議 ○

の同意
別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 エ 経 営 技 術 課 の 表 中 二 の 項 を 削 り 、 三 の 項 を 二 の 項 と し 、 四 の 項 を 三

の 項 と し 、 五 の 項 を 四 の 項 と し 、 六 の 項 を 削 り 、 七 の 項 を 五 の 項 と し 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部

オ 生 産 振 興 課 の 表 三 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

３農業経営基盤強１第８条第１項及び第９条第１項 〇

化促進法に基づくの規定による承認

事務

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 オ 生 産 振 興 課 の 表 中 六 の 項 を 削 り 、 五 の 項 を 六 の 項 と し 、 四 の 項 を 五

の 項 と し 、 三 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

４農地中間管理事１第３条第１項及び第４項の規定 〇

業の推進に関するによる基本方針の策定及び変更

法律（平成25年法

律第101号）に基２第４条第１項の規定による指定 〇

づく事務

３第６条第３項の規定による認可 〇

４第７条第１項の規定による認可 〇
５第７条第２項の規定による命令 〇

６第８条第１項の規定による認可 〇

７第８条第５項の規定による命令 〇

８第９条第１項の規定による認可 〇

９第13条第１項の規定による命令 〇

10 第14条第１項の規定による認可 〇

11 第15条第１項の規定による指定 〇

の取消し

12 第18条第１項の規定による認可 〇

13 第20条第１項の規定による承認 〇

14 第21条第２項の規定による承認 〇

15 第22条第２項の規定による承認 〇

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 オ 生 産 振 興 課 の 表 中 七 の 項 か ら 十 一 の 項 ま で を 削 り 、 十 二 の 項 を 七 の

項 と し 、 十 三 の 項 を 八 の 項 と し 、 十 四 の 項 及 び 十 五 の 項 を 削 り 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑻ 県 土 整 備 部 カ

河 川 課 の 表 一 の 項 第 七 号 を 次 の よ う に 改 め る 。
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13 第32条の規定による命令 ○

14 第33条第１項の規定による報告 ○

の徴収立入検査等、

15 第34条第１項の規定による許可 ○

16 第35条第１項の規定による指定 ○

の取消し

17 第35条第２項の規定による指定 ○

の取消し及び停止命令

18 第40条の規定による指定 ○

19 第43条第１項の規定による認可 ○

20 第44条第１項の規定による認可 ○

21 第44条第３項の規定による変更 ○

命令

22 第45条第１項の規定による認可 ○

23 第48条の規定による命令 ○

24 第49条第１項の規定による報告 ○

の徴収立入検査等、

25 第50条第１項の規定による指定 ○

の取消し

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑴ ⑵ か ら ⑽ ま で に 掲 げ る 出 先 機 関 以 外 の 出 先 機 関 の 表 中 「⑽」 を 「⑼」 に

改 め 、 同 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県外の３日以上 ○

の旅行命令を除く）及びその復命の受理。

⑴⑵以外のもの

ア課長相当職以上の職にある職員及び ○

総括所長補佐等に係るもの

イアに掲げる職員以外の職員の国外の ○

旅行に係るもの

ウアに掲げる職員以外の職員の国内の ○

旅行に係るもの

⑵支所等の職員に係るもの

７第20条の規定による工事等の承

認

⑴⑵以外のもの ○

⑵河川の流下能力を確保するた ○

めの異常な堆積物の除去に係る

もの

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑻ 県 土 整 備 部 ケ 都 市 整 備 課 の 表 四 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４第25条の11第３項の規定による ○

意見の聴取

５第25条の11第５項の規定による ○
届出

別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑻ 県 土 整 備 部 サ 住 宅 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。

16 住宅確保要配慮１第10条第１項の規定による登録 ○

者に対する賃貸住

宅の供給の促進に２第11条第１項の規定による登録 ○

関する法律（平成の拒否

1 9年法律第1 1 2

号）に基づく事務３第12条第１項の規定による届出 ○

の受理

４第12条第３項の規定による変更 ○

の登録

５第14条第１項の規定による届出 ○

の受理

６第15条第１項の規定による登録 ○

の抹消

７第22条の規定による報告の徴収 ○

８第23条の規定による指示 ○

９第24条第１項及び第２項の規定 ○

による登録の取消し

10 第25条第１項の規定による指定 ○

11 第30条第１項の規定による認可 ○

12 第30条第３項の規定による変更 ○

命令
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アイ以外のもの ○

イ支所長の県内の１日の旅行及び職員 ○

（支所長を除く）の国内の旅行に係。

るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑴ ⑵ か ら ⑽ ま で に 掲 げ る 出 先 機 関 以 外 の 出 先 機 関 の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第

五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り並び ○

に週休日の振替及び勤務時間の割振り変更

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

５職員の超勤代休時間の指定 ○

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑵ 県 税 事 務 所 、 自 動 車 税 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 、 森 林 管 理 事 務 所 、 林 業

セ ン タ ー 、 衛 生 福 祉 大 学 校 、 農 業 試 験 場 、 農 業 大 学 校 、 農 業 環 境 指 導 セ ン タ ー 、 水 産 試 験 場 、 家 畜 保 健 衛 生 所

及 び 畜 産 酪 農 研 究 セ ン タ ー の 表 中 「農業試験場」 を 「水産試験場農業試験場」 に 、 「水産試験場家畜保健、 、

衛生所」 を 「家畜保健衛生所」 に 改 め 、 同 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県 ○

外の３日以上の旅行命令を除

く）及びその復命の受理。

⑴⑵以外のもの

ア課長相当職以上の職に ○

ある職員及び総括所長補

佐等に係るもの

イアに掲げる職員以外の ○

職員の国外の旅行に係る

もの

ウアに掲げる職員以外の ○

職員の国内の旅行に係る

もの

⑵支所等の職員に係るもの

アイ以外のもの ○

13 第32条の規定による命令 ○

14 第33条第１項の規定による報告 ○

の徴収立入検査等、

15 第34条第１項の規定による許可 ○

16 第35条第１項の規定による指定 ○

の取消し

17 第35条第２項の規定による指定 ○

の取消し及び停止命令

18 第40条の規定による指定 ○

19 第43条第１項の規定による認可 ○

20 第44条第１項の規定による認可 ○

21 第44条第３項の規定による変更 ○

命令

22 第45条第１項の規定による認可 ○

23 第48条の規定による命令 ○
24 第49条第１項の規定による報告 ○
の徴収立入検査等、

25 第50条第１項の規定による指定 ○

の取消し

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑴ ⑵ か ら ⑽ ま で に 掲 げ る 出 先 機 関 以 外 の 出 先 機 関 の 表 中 「⑽」 を 「⑼」 に

改 め 、 同 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県外の３日以上 ○

の旅行命令を除く）及びその復命の受理。

⑴⑵以外のもの

ア課長相当職以上の職にある職員及び ○

総括所長補佐等に係るもの

イアに掲げる職員以外の職員の国外の ○

旅行に係るもの

ウアに掲げる職員以外の職員の国内の ○

旅行に係るもの

⑵支所等の職員に係るもの
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イ支所長の県内の１日の ○

旅行及び職員（支所長を

除く）の国内の旅行に。

係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑵ 県 税 事 務 所 、 自 動 車 税 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 、 森 林 管 理 事 務 所 、 林 業

セ ン タ ー 、 衛 生 福 祉 大 学 校 、 農 業 試 験 場 、 農 業 大 学 校 、 農 業 環 境 指 導 セ ン タ ー 、 水 産 試 験 場 、 家 畜 保 健 衛 生 所

及 び 畜 産 酪 農 研 究 セ ン タ ー の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間 ○

の割振り並びに週休日の振替

及び勤務時間の割振り変更

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

５職員の超勤代休時間の指定 ○

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑶ 環 境 森 林 事 務 所 、 健 康 福 祉 セ ン タ ー 、 農 業 振 興 事 務 所 及 び 土 木 事 務 所 の

表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県 ○

外の３日以上の旅行命令を除

く）及びその復命の受理。

⑴⑵以外のもの

ア課長相当職以上の職に ○

ある職員及び総括所長補

佐等に係るもの

イアに掲げる職員以外の ○

職員の国外の旅行に係る

もの

ウアに掲げる職員以外の ○

職員の国内の旅行に係る

もの

⑵支所等の職員に係るもの

アイ以外のもの ○

イ支所長の県内の１日の ○

旅行及び職員（支所長を

アイ以外のもの ○

イ支所長の県内の１日の旅行及び職員 ○

（支所長を除く）の国内の旅行に係。

るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑴ ⑵ か ら ⑽ ま で に 掲 げ る 出 先 機 関 以 外 の 出 先 機 関 の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第

五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り並び ○

に週休日の振替及び勤務時間の割振り変更

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

５職員の超勤代休時間の指定 ○

⑴⑵以外のもの ○
⑵支所等の職員に係るもの ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑵ 県 税 事 務 所 、 自 動 車 税 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 、 森 林 管 理 事 務 所 、 林 業

セ ン タ ー 、 衛 生 福 祉 大 学 校 、 農 業 試 験 場 、 農 業 大 学 校 、 農 業 環 境 指 導 セ ン タ ー 、 水 産 試 験 場 、 家 畜 保 健 衛 生 所

及 び 畜 産 酪 農 研 究 セ ン タ ー の 表 中 「農業試験場」 を 「水産試験場農業試験場」 に 、 「水産試験場家畜保健、 、

衛生所」 を 「家畜保健衛生所」 に 改 め 、 同 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県 ○

外の３日以上の旅行命令を除

く）及びその復命の受理。

⑴⑵以外のもの

ア課長相当職以上の職に ○

ある職員及び総括所長補

佐等に係るもの

イアに掲げる職員以外の ○

職員の国外の旅行に係る

もの

ウアに掲げる職員以外の ○

職員の国内の旅行に係る

もの

⑵支所等の職員に係るもの

アイ以外のもの ○
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除く）の国内の旅行に。

係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑶ 環 境 森 林 事 務 所 、 健 康 福 祉 セ ン タ ー 、 農 業 振 興 事 務 所 及 び 土 木 事 務 所 の

表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間 ○

の割振り並びに週休日の振替

及び勤務時間の割振り変更

⑴⑵以外のもの ○ 中小土木事務

所にあって

は次長とす、

る。

⑵支所等の職員に係るもの ○

５職員の超勤代休時間の指定 ○

⑴⑵以外のもの ○ 中小土木事務

所にあって

は次長とす、

る。

⑵支所等の職員に係るもの ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑸ 保 健 環 境 セ ン タ ー の 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県外の３日以 ○

上の旅行命令を除く）及びその復命の。

受理

⑴課長相当職以上の職にある職員に係 ○

るもの

⑵⑴に掲げる職員以外の職員の国外の ○

旅行に係るもの

⑶⑴に掲げる職員以外の職員の国内の ○

旅行に係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑸ 保 健 環 境 セ ン タ ー の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り並 ○ ○

びに週休日の振替及び勤務時間の割振り

変更

５職員の超勤代休時間の指定 ○ ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑹ 産 業 技 術 セ ン タ ー 及 び 産 業 技 術 専 門 校 の 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改

イ支所長の県内の１日の ○

旅行及び職員（支所長を

除く）の国内の旅行に。

係るもの
別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑵ 県 税 事 務 所 、 自 動 車 税 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 、 森 林 管 理 事 務 所 、 林 業

セ ン タ ー 、 衛 生 福 祉 大 学 校 、 農 業 試 験 場 、 農 業 大 学 校 、 農 業 環 境 指 導 セ ン タ ー 、 水 産 試 験 場 、 家 畜 保 健 衛 生 所

及 び 畜 産 酪 農 研 究 セ ン タ ー の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間 ○

の割振り並びに週休日の振替

及び勤務時間の割振り変更

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

５職員の超勤代休時間の指定 ○

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑶ 環 境 森 林 事 務 所 、 健 康 福 祉 セ ン タ ー 、 農 業 振 興 事 務 所 及 び 土 木 事 務 所 の

表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県 ○

外の３日以上の旅行命令を除

く）及びその復命の受理。

⑴⑵以外のもの

ア課長相当職以上の職に ○

ある職員及び総括所長補

佐等に係るもの

イアに掲げる職員以外の ○

職員の国外の旅行に係る

もの

ウアに掲げる職員以外の ○

職員の国内の旅行に係る

もの

⑵支所等の職員に係るもの

アイ以外のもの ○

イ支所長の県内の１日の ○

旅行及び職員（支所長を
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め る 。

１職員の旅行命令（所長の県外の ○

３日以上の旅行命令を除く）及。

びその復命の受理

⑴⑵以外のもの

ア課長相当職以上の職にある ○

職員及び総括所長補佐等に係

るもの

イアに掲げる職員以外の職員 ○

の国外の旅行に係るもの

ウアに掲げる職員以外の職員 ○

の国内の旅行に係るもの

⑵支所等の職員に係るもの

アイ以外のもの ○

イ支所長の県内の１日の旅行 ○

及び職員（支所長を除く）。

の国内の旅行に係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑹ 産 業 技 術 セ ン タ ー 及 び 産 業 技 術 専 門 校 の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次

の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割 ○

振り並びに週休日の振替及び勤務

時間の割振り変更

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

５職員の超勤代休時間の指定 ○

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑺ 美 術 館 の 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（館長の県外の３日 ○

以上の旅行命令を除く）及びその復。

命の受理

⑴課長相当職以上の職にある職員に ○

除く）の国内の旅行に。

係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑶ 環 境 森 林 事 務 所 、 健 康 福 祉 セ ン タ ー 、 農 業 振 興 事 務 所 及 び 土 木 事 務 所 の

表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間 ○

の割振り並びに週休日の振替

及び勤務時間の割振り変更

⑴⑵以外のもの ○ 中小土木事務

所にあって

は次長とす、

る。

⑵支所等の職員に係るもの ○

５職員の超勤代休時間の指定 ○

⑴⑵以外のもの ○ 中小土木事務

所にあって

は次長とす、

る。

⑵支所等の職員に係るもの ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑸ 保 健 環 境 セ ン タ ー の 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県外の３日以 ○

上の旅行命令を除く）及びその復命の。

受理

⑴課長相当職以上の職にある職員に係 ○

るもの

⑵⑴に掲げる職員以外の職員の国外の ○

旅行に係るもの

⑶⑴に掲げる職員以外の職員の国内の ○

旅行に係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑸ 保 健 環 境 セ ン タ ー の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り並 ○ ○

びに週休日の振替及び勤務時間の割振り

変更

５職員の超勤代休時間の指定 ○ ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑹ 産 業 技 術 セ ン タ ー 及 び 産 業 技 術 専 門 校 の 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改
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係るもの

⑵副館長補佐に係るもの ○

⑶⑴及び⑵に掲げる職員以外の職員 ○

の国外の旅行に係るもの

⑷⑴及び⑵に掲げる職員以外の職員 ○

の国内の旅行に係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑺ 美 術 館 の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り ○ ○

並びに週休日の振替及び勤務時間の割

振り変更

５職員の超勤代休時間の指定 ○ ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑻ 博 物 館 の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り並び ○ ○

に週休日の振替及び勤務時間の割振り変更

５職員の超勤代休時間の指定 ○ ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑼ 岡 本 台 病 院 の 表 八 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県外の３日 ○

以上の旅行命令を除く）及びその復。

命の受理

⑴課長相当職以上の職にある職員に ○

係るもの

⑵⑴に掲げる職員以外の職員の国外 ○

の旅行に係るもの

⑶⑴に掲げる職員以外の職員の国内 ○

の旅行に係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑼ 岡 本 台 病 院 の 表 八 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り ○ ○

並びに週休日の振替及び勤務時間の割

振り変更

５職員の超勤代休時間の指定 ○ ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑽ と ち ぎ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー の 表 を 削 り 、 別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関

係 共 通 事 項 ⑾ 建 設 工 事 を 行 う 出 先 機 関 の 表 を 別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑽ 建 設 工 事 を 行 う 出 先 機 関 の 表

め る 。

１職員の旅行命令（所長の県外の ○

３日以上の旅行命令を除く）及。

びその復命の受理

⑴⑵以外のもの

ア課長相当職以上の職にある ○

職員及び総括所長補佐等に係

るもの

イアに掲げる職員以外の職員 ○

の国外の旅行に係るもの

ウアに掲げる職員以外の職員 ○

の国内の旅行に係るもの

⑵支所等の職員に係るもの

アイ以外のもの ○
イ支所長の県内の１日の旅行 ○

及び職員（支所長を除く）。

の国内の旅行に係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑹ 産 業 技 術 セ ン タ ー 及 び 産 業 技 術 専 門 校 の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次

の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割 ○

振り並びに週休日の振替及び勤務

時間の割振り変更

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

５職員の超勤代休時間の指定 ○

⑴⑵以外のもの ○

⑵支所等の職員に係るもの ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑺ 美 術 館 の 表 七 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（館長の県外の３日 ○

以上の旅行命令を除く）及びその復。

命の受理

⑴課長相当職以上の職にある職員に ○
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と し 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 イ 自 動 車 税 事 務 所 の 表 を 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事

項 ⑵ 経 営 管 理 部 ウ 自 動 車 税 事 務 所 の 表 と し 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表

一 の 項 中 第 二 十 号 を 第 二 十 六 号 と し 、 第 七 号 か ら 第 十 九 号 ま で を 六 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 六 号 を 削 り 、 第 五 号 を

第 十 一 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

12 第53条第20項第32項 ○、 、

第35項及び第36項第55条、

第５項第72条の24の10第、

３項第５項及び第７項、 、

第72条の24の11第４項第、

72条の28第４項第72条の、

41の４第73条の２第８項、

及び第９項第73条の27、 、

第73条の27の２第３項第、

73条の27の３第３項第73、

条の27の４第４項及び第５

項第73条の27の５第２、

項第73条の27の６第３、

項第73条の27の７第２、

項第74条の14第２項及び、

第３項第114条の30第１、

項及び第２項第144条の、

31第１項第４項及び第５、

項附則第11条の４第２項、

並びに附則第12条の２の７

第２項の規定による過誤納

金以外の還付金の還付及び

充当

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表 一 の 項 第 四 号 の 次 に 次 の 六 号 を 加 え る 。

５第22条の16第２項の規定 ○

による公売及び代金の供託

６第22条の17第２項の規定 ○

による公告

７第22条の25の規定による ○

嘱託及び受託

８第22条の28第１項及び第 ○

２項並びに第22条の29の規

定による通告及び告発

９第22条の28第３項の規定 ○

による更正

10 第22条の31の規定による ○

通知

係るもの

⑵副館長補佐に係るもの ○

⑶⑴及び⑵に掲げる職員以外の職員 ○

の国外の旅行に係るもの

⑷⑴及び⑵に掲げる職員以外の職員 ○

の国内の旅行に係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑺ 美 術 館 の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り ○ ○

並びに週休日の振替及び勤務時間の割

振り変更

５職員の超勤代休時間の指定 ○ ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑻ 博 物 館 の 表 七 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り並び ○ ○

に週休日の振替及び勤務時間の割振り変更

５職員の超勤代休時間の指定 ○ ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑼ 岡 本 台 病 院 の 表 八 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１職員の旅行命令（所長の県外の３日 ○

以上の旅行命令を除く）及びその復。

命の受理

⑴課長相当職以上の職にある職員に ○

係るもの

⑵⑴に掲げる職員以外の職員の国外 ○

の旅行に係るもの

⑶⑴に掲げる職員以外の職員の国内 ○

の旅行に係るもの

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑼ 岡 本 台 病 院 の 表 八 の 項 第 四 号 及 び 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４職員の週休日及び勤務時間の割振り ○ ○

並びに週休日の振替及び勤務時間の割

振り変更

５職員の超勤代休時間の指定 ○ ○

別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑽ と ち ぎ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー の 表 を 削 り 、 別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関

係 共 通 事 項 ⑾ 建 設 工 事 を 行 う 出 先 機 関 の 表 を 別 表 第 三 １ 出 先 機 関 関 係 共 通 事 項 ⑽ 建 設 工 事 を 行 う 出 先 機 関 の 表
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と し 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 イ 自 動 車 税 事 務 所 の 表 を 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事

項 ⑵ 経 営 管 理 部 ウ 自 動 車 税 事 務 所 の 表 と し 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表

一 の 項 中 第 二 十 号 を 第 二 十 六 号 と し 、 第 七 号 か ら 第 十 九 号 ま で を 六 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 六 号 を 削 り 、 第 五 号 を

第 十 一 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

12 第53条第20項第32項 ○、 、

第35項及び第36項第55条、

第５項第72条の24の10第、

３項第５項及び第７項、 、

第72条の24の11第４項第、

72条の28第４項第72条の、

41の４第73条の２第８項、

及び第９項第73条の27、 、

第73条の27の２第３項第、

73条の27の３第３項第73、

条の27の４第４項及び第５

項第73条の27の５第２、

項第73条の27の６第３、

項第73条の27の７第２、

項第74条の14第２項及び、

第３項第114条の30第１、

項及び第２項第144条の、

31第１項第４項及び第５、

項附則第11条の４第２項、

並びに附則第12条の２の７

第２項の規定による過誤納

金以外の還付金の還付及び

充当

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表 一 の 項 第 四 号 の 次 に 次 の 六 号 を 加 え る 。

５第22条の16第２項の規定 ○

による公売及び代金の供託

６第22条の17第２項の規定 ○

による公告

７第22条の25の規定による ○

嘱託及び受託

８第22条の28第１項及び第 ○

２項並びに第22条の29の規

定による通告及び告発

９第22条の28第３項の規定 ○

による更正

10 第22条の31の規定による ○

通知

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表 二 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１第24条の３第６項及び第 ○

24条の４第８項の規定によ

る関係都道府県知事への通

知

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表 に 備 考 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

備考宇都宮県税事務所にあっては所課長の専決事項については所部長が処理するものとする、 、 。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表 を 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営

管 理 部 イ 県 税 事 務 所 の 表 と し 、 同 表 の 前 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

ア総務事務センター

決裁受決裁区分

事 務
区分

任（ 委任

（専決

事務） 者事務）

専決所所専決

権者 権者

備考

所 総

種 類事 項
括

所

長

補

佐

長長長等

１給与に関する事１職員の通勤手当の支給額の決定○

務 （総務事務センタの所管に係るー

ものに限る以下この項において。

同じ）。

２職員の扶養親族の認定 ○

３職員の児童手当の受給資格及び○

額の認定（知事が別に定めるもの

に限る）。

４職員の住居手当の支給額の決定○

５職員の単身赴任手当の支給額の○

決定

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

一 の 項 第 三 十 九 号 か ら 第 四 十 五 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

39 第17条の２第１項の規定による ○ ○

届出の受理
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40 第18条第１項（第17条の２第３ ○ ○

項において準用する場合を含

む）の規定による報告の徴収。

41 第19条第１項（第17条の２第３ ○ ○

項において準用する場合を含

む）の規定による立入検査等。

42 第19条の３（第17条の２第３項 ○ ○

において準用する場合を含む）。

の規定による産業廃棄物に係る改

善命令

43 第19条の５第１項（第19条の10 ○ ○

第２項において準用する場合を含

む）及び第19条の６第１項の規。

定による措置命令

44 第19条の11第１項の規定による ○ ○

土地の形質の変更に関する措置命

令

45 第19条の12第１項の規定による ○ ○

最終処分場の台帳の調整及び保管

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

一 の 項 中 第 四 十 八 号 を 第 四 十 九 号 と し 、 第 四 十 七 号 を 第 四 十 八 号 と し 、 第 四 十 六 号 を 第 四 十 七 号 と し 、 第 四 十

五 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

46 第19条の12第３項の規定による ○ ○

閲覧

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

五 の 項 第 一 号 か ら 第 四 号 ま で を 次 に よ う に 改 め る 。

１第６条第１項第７条第１項 ○ ○、 、

第８条第１項第17条の５第１、

項第17条の６第１項第17条の、 、

７第１項第18条第１項及び第３、

項第18条の２第１項第18条の、 、

６第１項及び第３項第18条の７、

第１項第18条の15第１項及び第、

２項第18条の23第１項第18条、 、

の24第１項並びに第18条の25第１

項の規定による届出の受理

２第９条第17条の８第18条の ○ ○、 、

８及び第18条の26の規定による計

画の変更又は廃止の命令

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表 二 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１第24条の３第６項及び第 ○

24条の４第８項の規定によ

る関係都道府県知事への通

知

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表 に 備 考 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

備考宇都宮県税事務所にあっては所課長の専決事項については所部長が処理するものとする、 、 。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営 管 理 部 ア 県 税 事 務 所 の 表 を 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑵ 経 営

管 理 部 イ 県 税 事 務 所 の 表 と し 、 同 表 の 前 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

ア総務事務センター

決裁受決裁区分

事 務
区分

任（ 委任

（専決

事務） 者事務）

専決所所専決

権者 権者

備考

所 総

種 類事 項
括

所

長

補

佐

長長長等

１給与に関する事１職員の通勤手当の支給額の決定○

務 （総務事務センタの所管に係るー

ものに限る以下この項において。

同じ）。

２職員の扶養親族の認定 ○

３職員の児童手当の受給資格及び○

額の認定（知事が別に定めるもの

に限る）。

４職員の住居手当の支給額の決定○

５職員の単身赴任手当の支給額の○

決定

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

一 の 項 第 三 十 九 号 か ら 第 四 十 五 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

39 第17条の２第１項の規定による ○ ○

届出の受理

ー
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３第10条第２項（第17条の13第１ ○ ○

項第18条の13第１項及び第18条、

の31第１項において準用する場合

を含む）の規定による実施の制。

限期間の短縮

４第11条及び第12条第３項（第17 ○ ○

条の13第２項第18条の13第２項、

及び第18条の31第２項において準

用する場合を含む）の規定によ。

る届出の受理

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

五 の 項 中 第 十 三 号 を 第 十 五 号 と し 、 第 十 二 号 を 第 十 四 号 と し 、 第 十 一 号 を 第 十 三 号 と し 、 第 十 号 の 次 に 次 の 二

号 を 加 え る 。

11 第18条の29第１項の規定による ○ ○

勧告

12 第18条の29第２項の規定による ○ ○

措置命令

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

十 六 の 項 第 七 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

７第４条第３項の規定による土壌 ○ ○

の汚染状況の調査の命令

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

二 十 八 の 項 及 び 二 十 九 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

28 県営林産物の処１処分予定価格500万円未満の県 ○ ○

分に関する事務営林産物の処分の決定

29 栃木県営林産物１第23条の規定による承認（処分 ○ ○

売払規則に基づく予定価格500万円未満の県営林産

事務 物の処分に係るものに限る３に。

おいて同じ）。

２第32条第35条及び第37条の規 ○ ○、

定による届出書等の受理

３第33条第２項の規定による承認 ○ ○

４第48条第１項及び第２項ただし ○ ○

書の規定による承認

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

備 考 を 次 の よ う に 改 め る 。

40 第18条第１項（第17条の２第３ ○ ○

項において準用する場合を含

む）の規定による報告の徴収。

41 第19条第１項（第17条の２第３ ○ ○

項において準用する場合を含

む）の規定による立入検査等。

42 第19条の３（第17条の２第３項 ○ ○

において準用する場合を含む）。

の規定による産業廃棄物に係る改

善命令

43 第19条の５第１項（第19条の10 ○ ○

第２項において準用する場合を含

む）及び第19条の６第１項の規。

定による措置命令

44 第19条の11第１項の規定による ○ ○

土地の形質の変更に関する措置命

令

45 第19条の12第１項の規定による ○ ○

最終処分場の台帳の調整及び保管

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

一 の 項 中 第 四 十 八 号 を 第 四 十 九 号 と し 、 第 四 十 七 号 を 第 四 十 八 号 と し 、 第 四 十 六 号 を 第 四 十 七 号 と し 、 第 四 十

五 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

46 第19条の12第３項の規定による ○ ○

閲覧

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

五 の 項 第 一 号 か ら 第 四 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

１第６条第１項第７条第１項 ○ ○、 、

第８条第１項第17条の５第１、

項第17条の６第１項第17条の、 、

７第１項第18条第１項及び第３、

項第18条の２第１項第18条の、 、

６第１項及び第３項第18条の７、

第１項第18条の15第１項及び第、

２項第18条の23第１項第18条、 、

の24第１項並びに第18条の25第１

項の規定による届出の受理

２第９条第17条の８第18条の ○ ○、 、

８及び第18条の26の規定による計

画の変更又は廃止の命令
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備考

１１の項１から７まで10から12まで14から21まで28から31まで40から43まで及び47から49ま、 、 、 、

での事項に係る事務のうち駐機場を有する移動式施設に係るものについては当該駐機場を管轄す、 、

る環境森林事務所又は環境管理事務所（宇都宮市内及び県外に駐機場を有する移動式施設に係るもの

については当該駐機場の最寄りの環境森林事務所又は環境管理事務所）が所管するものとする。

２１の項25から27まで43及び49の事項に係る事務のうち県内に事務所又は事業所を有する管理票、 、

交付者に係るものについては当該事務所又は事業所を管轄する環境森林事務所又は環境管理事務所、

が所管するものとする。

３１の項28から31まで40から43まで及び49の事項に係る事務のうち県内に主たる事務所又は事業、 、

所を有する産業廃棄物収集運搬業者に係るものについては当該主たる事務所又は事業所を管轄する、

環境森林事務所又は環境管理事務所が所管するものとする。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 イ 林 業 セ ン タ ー の 表 五 の 項 第 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４事業用材料の支給又は機械器具 ○ ○

若しくは施設の貸与の決定

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 イ 林 業 セ ン タ ー の 表 五 の 項 第 七 号 か ら 第 十 六 号 ま で を 次 の よ

う に 改 め る 。

７事業の内容の変更又は事業の停 ○ ○

止若しくは打切り及びこれらの通

知

８素材の生産集積の中止 ○ ○、

９事業期間延長の承認 ○ ○

10 履行遅延における損害金の請求 ○ ○

11 事業完成通知書の受理 ○ ○

12 完成検査に合格しない場合の期 ○ ○

間の指定

13 請負代金請求書の受理 ○ ○

14 出来高確認願の受理 ○ ○

15 既成部分に対する代価の決定 ○ ○

16 請負契約解約の決定 ○ ○

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 九 の 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

２第69条第１項の規定による届出 ○ ○

の受理（地域子育て支援拠点事

業乳児家庭全戸訪問事業及び養、

育支援訪問事業に係るものに限

る３及び４において同じ）。 。

３第10条第２項（第17条の13第１ ○ ○

項第18条の13第１項及び第18条、

の31第１項において準用する場合

を含む）の規定による実施の制。

限期間の短縮

４第11条及び第12条第３項（第17 ○ ○

条の13第２項第18条の13第２項、

及び第18条の31第２項において準

用する場合を含む）の規定によ。

る届出の受理

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

五 の 項 中 第 十 三 号 を 第 十 五 号 と し 、 第 十 二 号 を 第 十 四 号 と し 、 第 十 一 号 を 第 十 三 号 と し 、 第 十 号 の 次 に 次 の 二

号 を 加 え る 。

11 第18条の29第１項の規定による ○ ○

勧告

12 第18条の29第２項の規定による ○ ○
措置命令

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

十 六 の 項 第 七 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

７第４条第３項の規定による土壌 ○ ○

の汚染状況の調査の命令

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

二 十 八 の 項 及 び 二 十 九 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

28 県営林産物の処１処分予定価格500万円未満の県 ○ ○

分に関する事務営林産物の処分の決定

29 栃木県営林産物１第23条の規定による承認（処分 ○ ○

売払規則に基づく予定価格500万円未満の県営林産

事務 物の処分に係るものに限る３に。

おいて同じ）。

２第32条第35条及び第37条の規 ○ ○、

定による届出書等の受理

３第33条第２項の規定による承認 ○ ○

４第48条第１項及び第２項ただし ○ ○

書の規定による承認

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 ア 環 境 森 林 事 務 所 、 環 境 管 理 事 務 所 及 び 森 林 管 理 事 務 所 の 表

備 考 を 次 の よ う に 改 め る 。



（35）栃 木 県 公 報平成30年３月30日　金曜日 号外第21号

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 十 八 の 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め

る 。

２第41条第１項の規定による指定○

（短期入所生活介護短期入所療、

養介護及び特定施設入居者生活介

護を行う事業者に係るものを除

く）。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 十 八 の 項 中 第 七 号 か ら 第 九 号 ま で を

削 り 、 第 十 号 を 第 七 号 と し 、 第 十 一 号 を 第 八 号 と し 、 第 十 二 号 を 第 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

10 第114条の２第１項の規定によ ○ ○

る報告の徴収及び検査

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 十 八 の 項 中 第 十 三 号 を 第 十 一 号 と

し 、 第 十 四 号 を 第 十 二 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

13 第197条第１項第３項及び第 ○ ○、

４項の規定による報告の徴収検、

査等

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 十 八 の 項 第 十 五 号 を 削 り 、 同 表 二 十

の 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

２市が行う児童扶養手当の受給資 ○ ○

格及び児童扶養手当の額の認定並

びに児童扶養手当の支給等に関す

る事務に係る検査指導

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１第12条第１項（第７条第１項及 ○ ○

び第12条第６項において準用する

場合並びに第８条及び第53条第１

項において適用する場合を含

む）の規定による届出の受理。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 第 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４第14条の２第３項の規定による ○ ○

検査

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 三 十 四 号 を 第 四 十 四 号 と し 、 第 三 十

三 号 を 第 四 十 三 号 と し 、 第 三 十 二 号 を 第 四 十 二 号 と し 、 第 三 十 一 号 を 第 四 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加

え る 。

41 第50条第２項の規定による第26 ○ ○

条の３第５項に規定する措置

備考

１１の項１から７まで10から12まで14から21まで28から31まで40から43まで及び47から49ま、 、 、 、

での事項に係る事務のうち駐機場を有する移動式施設に係るものについては当該駐機場を管轄す、 、

る環境森林事務所又は環境管理事務所（宇都宮市内及び県外に駐機場を有する移動式施設に係るもの

については当該駐機場の最寄りの環境森林事務所又は環境管理事務所）が所管するものとする。

２１の項25から27まで43及び49の事項に係る事務のうち県内に事務所又は事業所を有する管理票、 、

交付者に係るものについては当該事務所又は事業所を管轄する環境森林事務所又は環境管理事務所、

が所管するものとする。

３１の項28から31まで40から43まで及び49の事項に係る事務のうち県内に主たる事務所又は事業、 、

所を有する産業廃棄物収集運搬業者に係るものについては当該主たる事務所又は事業所を管轄する、

環境森林事務所又は環境管理事務所が所管するものとする。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 イ 林 業 セ ン タ ー の 表 五 の 項 第 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４事業用材料の支給又は機械器具 ○ ○

若しくは施設の貸与の決定

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑷ 環 境 森 林 部 イ 林 業 セ ン タ ー の 表 五 の 項 第 七 号 か ら 第 十 六 号 ま で を 次 の よ

う に 改 め る 。

７事業の内容の変更又は事業の停 ○ ○

止若しくは打切り及びこれらの通

知

８素材の生産集積の中止 ○ ○、

９事業期間延長の承認 ○ ○
10 履行遅延における損害金の請求 ○ ○

11 事業完成通知書の受理 ○ ○

12 完成検査に合格しない場合の期 ○ ○

間の指定

13 請負代金請求書の受理 ○ ○

14 出来高確認願の受理 ○ ○

15 既成部分に対する代価の決定 ○ ○

16 請負契約解約の決定 ○ ○

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 九 の 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

２第69条第１項の規定による届出 ○ ○

の受理（地域子育て支援拠点事

業乳児家庭全戸訪問事業及び養、

育支援訪問事業に係るものに限

る３及び４において同じ）。 。
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別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 三 十 号 を 第 三 十 九 号 と し 、 第 二 十 七

号 か ら 第 二 十 九 号 ま で を 九 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 二 十 六 号 を 第 三 十 三 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 二 号 を 加 え る 。

34 第44条の７第１項及び第３項の ○ ○

規定による検体の提出等の勧告及

び採取の措置

35 第44条の７第５項の規定による ○ ○

検査

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 二 十 五 号 を 第 三 十 二 号 と し 、 第 二 十

四 号 を 第 三 十 一 号 と し 、 第 二 十 三 号 を 削 り 、 第 二 十 二 号 を 第 二 十 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

30 第37条第１項及び第37条の２第 ○ ○

１項（これらの規定を第７条第１

項において準用する場合並びに第

８条及び第53条第１項において適

用する場合を含む）の規定によ。

る医療費の負担の決定

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 二 十 一 号 を 第 二 十 八 号 と し 、 第 十 六

号 か ら 第 二 十 号 ま で を 七 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 五 号 を 削 り 、 第 十 四 号 を 第 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 五 号 を

加 え る 。

18 第24条の２（第７条第１項第 ○ ○、

26条及び第49条の２において準用

する場合並びに第８条及び第53条

第１項において適用する場合を含

む）の規定による苦情の申出の。

聴取及び処理

19 第26条の３第１項及び第３項 ○ ○

（これらの規定を第７条第１項に

おいて準用する場合並びに第８条

及び第53条第１項において適用す

る場合を含む）の規定による検。

体又は病原体の提出の命令及び収

去の措置

20 第26条の３第５項（第７条第１ ○ ○

項において準用する場合並びに第

８条及び第53条第１項において適

用する場合を含む）の規定によ。

る検査

21 第26条の４第１項及び第３項 ○ ○

（これらの規定を第７条第１項に

おいて準用する場合及び第53条第

１項において適用する場合を含

む）の規定による検体の提出等。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 十 八 の 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め

る 。

２第41条第１項の規定による指定○

（短期入所生活介護短期入所療、

養介護及び特定施設入居者生活介

護を行う事業者に係るものを除

く）。
別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 十 八 の 項 中 第 七 号 か ら 第 九 号 ま で を

削 り 、 第 十 号 を 第 七 号 と し 、 第 十 一 号 を 第 八 号 と し 、 第 十 二 号 を 第 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

10 第114条の２第１項の規定によ ○ ○

る報告の徴収及び検査

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 十 八 の 項 中 第 十 三 号 を 第 十 一 号 と

し 、 第 十 四 号 を 第 十 二 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

13 第197条第１項第３項及び第 ○ ○、

４項の規定による報告の徴収検、

査等

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ア 健 康 福 祉 セ ン タ ー の 表 十 八 の 項 第 十 五 号 を 削 り 、 同 表 二 十

の 項 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

２市が行う児童扶養手当の受給資 ○ ○

格及び児童扶養手当の額の認定並

びに児童扶養手当の支給等に関す

る事務に係る検査指導

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

１第12条第１項（第７条第１項及 ○ ○

び第12条第６項において準用する

場合並びに第８条及び第53条第１

項において適用する場合を含

む）の規定による届出の受理。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 第 四 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

４第14条の２第３項の規定による ○ ○

検査

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 三 十 四 号 を 第 四 十 四 号 と し 、 第 三 十

三 号 を 第 四 十 三 号 と し 、 第 三 十 二 号 を 第 四 十 二 号 と し 、 第 三 十 一 号 を 第 四 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加

え る 。

41 第50条第２項の規定による第26 ○ ○

条の３第５項に規定する措置
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別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 三 十 号 を 第 三 十 九 号 と し 、 第 二 十 七

号 か ら 第 二 十 九 号 ま で を 九 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 二 十 六 号 を 第 三 十 三 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 二 号 を 加 え る 。

34 第44条の７第１項及び第３項の ○ ○

規定による検体の提出等の勧告及

び採取の措置

35 第44条の７第５項の規定による ○ ○

検査

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 二 十 五 号 を 第 三 十 二 号 と し 、 第 二 十

四 号 を 第 三 十 一 号 と し 、 第 二 十 三 号 を 削 り 、 第 二 十 二 号 を 第 二 十 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

30 第37条第１項及び第37条の２第 ○ ○

１項（これらの規定を第７条第１

項において準用する場合並びに第

８条及び第53条第１項において適

用する場合を含む）の規定によ。

る医療費の負担の決定

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 二 十 一 号 を 第 二 十 八 号 と し 、 第 十 六

号 か ら 第 二 十 号 ま で を 七 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 五 号 を 削 り 、 第 十 四 号 を 第 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 五 号 を

加 え る 。

18 第24条の２（第７条第１項第 ○ ○、

26条及び第49条の２において準用

する場合並びに第８条及び第53条

第１項において適用する場合を含

む）の規定による苦情の申出の。

聴取及び処理

19 第26条の３第１項及び第３項 ○ ○

（これらの規定を第７条第１項に

おいて準用する場合並びに第８条

及び第53条第１項において適用す

る場合を含む）の規定による検。

体又は病原体の提出の命令及び収

去の措置

20 第26条の３第５項（第７条第１ ○ ○

項において準用する場合並びに第

８条及び第53条第１項において適

用する場合を含む）の規定によ。

る検査

21 第26条の４第１項及び第３項 ○ ○

（これらの規定を第７条第１項に

おいて準用する場合及び第53条第

１項において適用する場合を含

む）の規定による検体の提出等。
の命令及び採取の措置

22 第26条の４第５項（第７条第１ ○ ○

項において準用する場合及び第53

条第１項において適用する場合を

含む）の規定による検査。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 十 三 号 を 第 十 六 号 と し 、 第 十 二 号 を

第 十 五 号 と し 、 第 十 一 号 を 第 十 四 号 と し 、 第 八 号 か ら 第 十 号 ま で を 削 り 、 第 七 号 を 第 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次

の 四 号 を 加 え る 。

10 第16条の３第１項及び第３項 ○ ○

（これらの規定を第７条第１項に

おいて準用する場合並びに第８条

及び第53条第１項において適用す

る場合を含む）の規定による検。

体の提出等の勧告及び採取の措置

11 第16条の３第７項（第７条第１ ○ ○

項において準用する場合並びに第

８条及び第53条第１項において適

用する場合を含む）の規定によ。

る検査

12 第17条第１項及び第２項（これ ○ ○

らの規定を第７条第１項において

準用する場合並びに第８条及び第

53条第１項において適用する場合

を含む）の規定による健康診断。

の勧告及び措置

13 第18条第１項及び第４項から第 ○ ○

６項まで（これらの規定を第７条

第１項において準用する場合並び

に第８条及び第53条第１項におい

て適用する場合を含む）の規定。

による通知及び確認並びに協議会

の意見聴取等

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 六 号 を 第 八 号 と し 、 第 五 号 を 第 七 号

と し 、 第 四 号 の 次 に 次 の 二 号 を 加 え る 。

５第15条第１項及び第３項（これ ○ ○

らの規定を第７条第１項において

準用する場合及び第53条第１項に

おいて適用する場合を含む）の。

規定による質問及び調査

６第15条第４項の規定による検査 ○ ○
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別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 十 四 の 項 第 三 号 及 び 第 四 号 を 次 の よ う に 改 め

る 。

３第７条第１項及び第２項の規定 ○ ○

による報告の徴収及び立入検査

４第７条の２第１項から第３項ま ○ ○

での規定による措置命令

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 中 四 十 九 の 項 を 五 十 一 の 項 と し 、 三 十 九 の 項 か

ら 四 十 八 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 三 十 八 の 項 を 削 り 、 三 十 七 の 項 を 三 十 九 の 項 と し 、 同 項 の 次 に 次 の よ

う に 加 え る 。

40 薬事法の一部を１附則第14条の規定により従前の ○ ○

改正する法律（平例によることとされる第１条の規

成18年法律第69 定による改正前の薬事法の規定に

号）に基づく事務よる特例販売業に係る指定品目の

変更及び追加の指定

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 中 三 十 六 の 項 を 三 十 八 の 項 と し 、 十 六 の 項 か ら

三 十 五 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 十 五 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

16 住宅宿泊事業法１第３条第２項第４項及び第６ ○ ○ 生活衛生課長、

に基づく事務 項の規定による届出の受理 に限る。

２第14条の規定による報告の受理 ○ ○ 生活衛生課長

に限る。

３第15条の規定による改善命令 ○ ○

４第16条第１項の規定による停止 ○ ○

命令

５第16条第２項の規定による廃止 ○ ○

命令

６第16条第３項の規定による通知 ○ ○

７第17条第１項の規定による報告 ○ ○

の徴収及び立入検査

８第41条第２項の規定による改善 ○ ○

命令及び通知

９第42条第２項の規定による要請 ○ ○

10 第45条第２項の規定による報告 ○ ○

の徴収及び立入検査

11 附則第２条第１項の規定による ○ ○ 生活衛生課長

の命令及び採取の措置

22 第26条の４第５項（第７条第１ ○ ○

項において準用する場合及び第53

条第１項において適用する場合を

含む）の規定による検査。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 十 三 号 を 第 十 六 号 と し 、 第 十 二 号 を

第 十 五 号 と し 、 第 十 一 号 を 第 十 四 号 と し 、 第 八 号 か ら 第 十 号 ま で を 削 り 、 第 七 号 を 第 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次

の 四 号 を 加 え る 。

10 第16条の３第１項及び第３項 ○ ○

（これらの規定を第７条第１項に

おいて準用する場合並びに第８条

及び第53条第１項において適用す

る場合を含む）の規定による検。

体の提出等の勧告及び採取の措置

11 第16条の３第７項（第７条第１ ○ ○

項において準用する場合並びに第

８条及び第53条第１項において適

用する場合を含む）の規定によ。

る検査

12 第17条第１項及び第２項（これ ○ ○
らの規定を第７条第１項において

準用する場合並びに第８条及び第

53条第１項において適用する場合

を含む）の規定による健康診断。

の勧告及び措置

13 第18条第１項及び第４項から第 ○ ○

６項まで（これらの規定を第７条

第１項において準用する場合並び

に第８条及び第53条第１項におい

て適用する場合を含む）の規定。

による通知及び確認並びに協議会

の意見聴取等

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 五 の 項 中 第 六 号 を 第 八 号 と し 、 第 五 号 を 第 七 号

と し 、 第 四 号 の 次 に 次 の 二 号 を 加 え る 。

５第15条第１項及び第３項（これ ○ ○

らの規定を第７条第１項において

準用する場合及び第53条第１項に

おいて適用する場合を含む）の。

規定による質問及び調査

６第15条第４項の規定による検査 ○ ○
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の徴収及び立入検査

11 附則第２条第１項の規定による ○ ○ 生活衛生課長

届出の受理 に限る。

17 住宅宿泊事業法１第４条第５項の規定による住民 ○ ○ 生活衛生課長

施行規則に基づく票の抄本等の提出の要求 に限る。

事務

２第４条第６項の規定による添付 ○ ○ 生活衛生課長

書類の省略 に限る。

３第４条第７項の規定による通知 ○ ○ 生活衛生課長

に限る。

４第14条第１項の規定による条例 ○ ○ 生活衛生課長

の案の送付 に限る。

５第16条の規定による事務の引継 ○ ○ 生活衛生課長

ぎ帳簿及び書類の引渡し等 に限る、 。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ケ と ち ぎ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー の 表 を 削 り 、 別 表 第 三

２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ク 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー の 表 を 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健

福 祉 部 ケ 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー の 表 と し 、 同 表 の 前 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

ク障害者総合相談所

決裁受決裁区分

事 務
区分

任（ 委任

（専決

事務） 者事務）

専決所所専決

権者 権者

備考

所 総

種 類事 項
括

所

長

補

佐

長長長等

１栃木県療育手帳１第５条の規定による判定及び療○

交付規則（平成12 育手帳の交付

年栃木県規則第23

号）に基づく事務２第６条の規定による再判定 ○

３第７条の規定による療育手帳の○

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 十 四 の 項 第 三 号 及 び 第 四 号 を 次 の よ う に 改 め

る 。

３第７条第１項及び第２項の規定 ○ ○

による報告の徴収及び立入検査

４第７条の２第１項から第３項ま ○ ○

での規定による措置命令

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 中 四 十 九 の 項 を 五 十 一 の 項 と し 、 三 十 九 の 項 か

ら 四 十 八 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 三 十 八 の 項 を 削 り 、 三 十 七 の 項 を 三 十 九 の 項 と し 、 同 項 の 次 に 次 の よ

う に 加 え る 。

40 薬事法の一部を１附則第14条の規定により従前の ○ ○

改正する法律（平例によることとされる第１条の規

成18年法律第69 定による改正前の薬事法の規定に

号）に基づく事務よる特例販売業に係る指定品目の

変更及び追加の指定

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 中 三 十 六 の 項 を 三 十 八 の 項 と し 、 十 六 の 項 か ら

三 十 五 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 十 五 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

16 住宅宿泊事業法１第３条第２項第４項及び第６ ○ ○ 生活衛生課長、

に基づく事務 項の規定による届出の受理 に限る。

２第14条の規定による報告の受理 ○ ○ 生活衛生課長

に限る。

３第15条の規定による改善命令 ○ ○

４第16条第１項の規定による停止 ○ ○

命令

５第16条第２項の規定による廃止 ○ ○

命令

６第16条第３項の規定による通知 ○ ○

７第17条第１項の規定による報告 ○ ○

の徴収及び立入検査

８第41条第２項の規定による改善 ○ ○

命令及び通知

９第42条第２項の規定による要請 ○ ○

10 第45条第２項の規定による報告 ○ ○
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記載事項の訂正

４第８条の規定による届出及び療○

育手帳の受理

５第９条第１項及び第２項の規定○

による療育手帳の再交付

２身体障害者福祉１第15条第１項の規定による医師○

法に基づく事務の指定

２第15条第４項の規定による身体○

障害者手帳の交付

３第16条第２項の規定による返還○

命令

３身体障害者福祉１第３条第３項の規定による指定○

法施行令（昭和25 の取消し

年政令第78号）に

基づく事務

４障害者の日常生１第59条第１項の規定による指定○

活及び社会生活を（障害者の日常生活及び社会生活

総合的に支援するを総合的に支援するための法律施

ための法律に基づ行令第１条の２第３号に規定する

く事務 精神通院医療に係るものを除く。

以下この項において同じ）。

２第60条第１項の規定による指定○

の更新

３第64条の規定による届出の受理 ○ ○

４第65条の規定による指定辞退の ○ ○

申出の受理

５第68条第１項の規定による指定○

の取消し等

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ 児 童 相 談 所 の 表 一 の 項 中 第 二 十 五 号 を 削 り 、 第 二 十 四 号 を

第 二 十 七 号 と し 、 第 十 七 号 か ら 第 二 十 三 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 六 号 を 第 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 次

の 二 号 を 加 え る 。

18 第33条第９項の規定による児童の ○ ○

一時保護

の徴収及び立入検査

11 附則第２条第１項の規定による ○ ○ 生活衛生課長

届出の受理 に限る。

17 住宅宿泊事業法１第４条第５項の規定による住民 ○ ○ 生活衛生課長

施行規則に基づく票の抄本等の提出の要求 に限る。

事務

２第４条第６項の規定による添付 ○ ○ 生活衛生課長

書類の省略 に限る。

３第４条第７項の規定による通知 ○ ○ 生活衛生課長

に限る。

４第14条第１項の規定による条例 ○ ○ 生活衛生課長

の案の送付 に限る。

５第16条の規定による事務の引継 ○ ○ 生活衛生課長

ぎ帳簿及び書類の引渡し等 に限る、 。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ケ と ち ぎ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー の 表 を 削 り 、 別 表 第 三

２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 ク 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー の 表 を 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健

福 祉 部 ケ 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー の 表 と し 、 同 表 の 前 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

ク障害者総合相談所

決裁受決裁区分

事 務
区分

任（ 委任

（専決

事務） 者事務）

専決所所専決

権者 権者

備考

所 総

種 類事 項
括

所

長

補

佐

長長長等

１栃木県療育手帳１第５条の規定による判定及び療○

交付規則（平成12 育手帳の交付

年栃木県規則第23

号）に基づく事務２第６条の規定による再判定 ○

３第７条の規定による療育手帳の○
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19 第33条第11項の規定による児童の ○ ○

一時保護

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ 児 童 相 談 所 の 表 一 の 項 第 十 五 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

16 第31条第４項の規定による延長者 ○ ○

の措置

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ 児 童 相 談 所 の 表 一 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

28 第56条第４項の規定による資料の ○ ○

提供等の要求

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 業 振 興 事 務 所 の 表 九 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

９農業経営負担軽１経営改善計画の承認 ○ ○

減支援資金の融通

に関する事務２利子補給対象事業の承認 ○ ○

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 業 振 興 事 務 所 の 表 十 七 の 項 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

６第49条の規定に基づく立入調査 ○ ○

等（１に掲げる事務に係るものに

限る７において同じ）。 。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 業 振 興 事 務 所 の 表 十 七 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

７第51条第１項の規定による許可 ○ ○

の取消し等

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 業 振 興 事 務 所 の 表 中 二 十 五 の 項 を 削 り 、 二 十 六 の 項 を 二 十 五

の 項 と し 、 二 十 七 の 項 か ら 二 十 九 の 項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り 上 げ 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑻ 県 土 整 備

部 イ 下 水 道 管 理 事 務 所 の 表 一 の 項 第 一 号 か ら 第 五 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

１第25条の14の規定による通知 ○ ○

２第25条の15第１項の規定による ○ ○

使用制限

３第25条の16の規定による原因調 ○ ○

査の要請等

４第25条の17の規定による他の施 ○ ○

設等の設置の制限

５第25条の18第１項において準用 ○ ○

記載事項の訂正

４第８条の規定による届出及び療○

育手帳の受理

５第９条第１項及び第２項の規定○

による療育手帳の再交付

２身体障害者福祉１第15条第１項の規定による医師○

法に基づく事務の指定

２第15条第４項の規定による身体○

障害者手帳の交付

３第16条第２項の規定による返還○

命令

３身体障害者福祉１第３条第３項の規定による指定○

法施行令（昭和25 の取消し

年政令第78号）に

基づく事務

４障害者の日常生１第59条第１項の規定による指定○

活及び社会生活を（障害者の日常生活及び社会生活

総合的に支援するを総合的に支援するための法律施

ための法律に基づ行令第１条の２第３号に規定する

く事務 精神通院医療に係るものを除く。

以下この項において同じ）。

２第60条第１項の規定による指定○
の更新

３第64条の規定による届出の受理 ○ ○

４第65条の規定による指定辞退の ○ ○

申出の受理

５第68条第１項の規定による指定○

の取消し等

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ 児 童 相 談 所 の 表 一 の 項 中 第 二 十 五 号 を 削 り 、 第 二 十 四 号 を

第 二 十 七 号 と し 、 第 十 七 号 か ら 第 二 十 三 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 六 号 を 第 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 次

の 二 号 を 加 え る 。

18 第33条第９項の規定による児童の ○ ○

一時保護
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する第18条の規定による損傷負担

金の決定

附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ

児 童 相 談 所 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 一 の 項 中 第 二 十 五 号 を 削 り 、 第 二 十 四 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 十 七 号 か ら 第

二 十 三 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 六 号 を 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 二 号 を 加 え る 部 分 （ 同 項 第 十 八 号 及 び

十 九 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に 限 る 。 ） は 同 月 二 日 か ら 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 キ 生 活 衛

生 課 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 中 三 十 一 の 項 を 三 十 三 の 項 と し 、 八 の 項 か ら 三 十 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 七

の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 部 分 （ 同 表 八 の 項 第 一 号 か ら 第 十 一 号 ま で 及 び 九 の 項 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に 限

る 。 ） 及 び 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 十 四 の 項 に 係 る 部 分

及 び 同 表 中 三 十 六 の 項 を 三 十 八 の 項 と し 、 十 六 の 項 か ら 三 十 五 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 十 五 の 項 の 次 に

次 の よ う に 加 え る 部 分 （ 同 表 十 六 の 項 第 一 号 か ら 第 十 号 ま で 及 び 十 七 の 項 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に 限 る 。 ） は

同 年 六 月 十 五 日 か ら 施 行 す る 。

（ 人 事 課 ）

19 第33条第11項の規定による児童の ○ ○

一時保護

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ 児 童 相 談 所 の 表 一 の 項 第 十 五 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

16 第31条第４項の規定による延長者 ○ ○

の措置

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ 児 童 相 談 所 の 表 一 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

28 第56条第４項の規定による資料の ○ ○

提供等の要求

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 業 振 興 事 務 所 の 表 九 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

９農業経営負担軽１経営改善計画の承認 ○ ○

減支援資金の融通

に関する事務２利子補給対象事業の承認 ○ ○

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 業 振 興 事 務 所 の 表 十 七 の 項 第 六 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

６第49条の規定に基づく立入調査 ○ ○

等（１に掲げる事務に係るものに

限る７において同じ）。 。

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 業 振 興 事 務 所 の 表 十 七 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

７第51条第１項の規定による許可 ○ ○

の取消し等

別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑺ 農 政 部 ア 農 業 振 興 事 務 所 の 表 中 二 十 五 の 項 を 削 り 、 二 十 六 の 項 を 二 十 五

の 項 と し 、 二 十 七 の 項 か ら 二 十 九 の 項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り 上 げ 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑻ 県 土 整 備

部 イ 下 水 道 管 理 事 務 所 の 表 一 の 項 第 一 号 か ら 第 五 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

１第25条の14の規定による通知 ○ ○

２第25条の15第１項の規定による ○ ○

使用制限

３第25条の16の規定による原因調 ○ ○

査の要請等

４第25条の17の規定による他の施 ○ ○

設等の設置の制限

５第25条の18第１項において準用 ○ ○

する第18条の規定による損傷負担

金の決定

附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ

児 童 相 談 所 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 一 の 項 中 第 二 十 五 号 を 削 り 、 第 二 十 四 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 十 七 号 か ら 第

二 十 三 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 六 号 を 第 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 二 号 を 加 え る 部 分 （ 同 項 第 十 八 号 及

び 第 十 九 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に 限 る 。 ） は 同 月 二 日 か ら 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 キ 生

活 衛 生 課 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 中 三 十 一 の 項 を 三 十 三 の 項 と し 、 八 の 項 か ら 三 十 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、

七 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 部 分 （ 同 表 八 の 項 第 一 号 か ら 第 十 一 号 ま で 及 び 九 の 項 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に

限 る 。 ） 及 び 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 十 四 の 項 に 係 る 部

分 及 び 同 表 中 三 十 六 の 項 を 三 十 八 の 項 と し 、 十 六 の 項 か ら 三 十 五 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 十 五 の 項 の 次

に 次 の よ う に 加 え る 部 分 （ 同 表 十 六 の 項 第 一 号 か ら 第 十 号 ま で 及 び 十 七 の 項 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に 限 る 。 ）

は 同 年 六 月 十 五 日 か ら 施 行 す る 。

（ 人 事 課 ）
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　───────────────────────────────────────────────

する第18条の規定による損傷負担

金の決定

附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 コ

児 童 相 談 所 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 一 の 項 中 第 二 十 五 号 を 削 り 、 第 二 十 四 号 を 第 二 十 七 号 と し 、 第 十 七 号 か ら 第

二 十 三 号 ま で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 六 号 を 第 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 二 号 を 加 え る 部 分 （ 同 項 第 十 八 号 及

び 十 九 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に 限 る 。 ） は 同 月 二 日 か ら 、 別 表 第 二 ２ 本 庁 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 キ 生 活

衛 生 課 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 中 三 十 一 の 項 を 三 十 三 の 項 と し 、 八 の 項 か ら 三 十 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、

七 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 部 分 （ 同 表 八 の 項 第 一 号 か ら 第 十 一 号 ま で 及 び 九 の 項 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に

限 る 。 ） 及 び 別 表 第 三 ２ 出 先 機 関 関 係 特 定 事 項 ⑸ 保 健 福 祉 部 エ 保 健 所 の 表 の 改 正 規 定 （ 同 表 十 四 の 項 に 係 る 部

分 及 び 同 表 中 三 十 六 の 項 を 三 十 八 の 項 と し 、 十 六 の 項 か ら 三 十 五 の 項 ま で を 二 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 十 五 の 項 の 次

に 次 の よ う に 加 え る 部 分 （ 同 表 十 六 の 項 第 一 号 か ら 第 十 号 ま で 及 び 十 七 の 項 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） に 限 る 。 ）

は 同 年 六 月 十 五 日 か ら 施 行 す る 。

（ 人 事 課 ）


